
05 法務省 非予算（特区・地域再生　再々検討要請回答）

管理コード
具体的事業を実現す
るために必要な措置

(事項名)
該当法令等 制度の現状

措置
の分
類

措置
の内
容

措置の概要(対応策) 再検討要請 提案主体からの意見

「措置
の分
類」の
見直し

「措置
の内
容」の
見直
し

各府省庁からの再検討要
請に対する回答

再々検討要請 提案主体からの再意見

「措置
の分
類」の
再見
直し

「措置
の内
容」の
再見
直し

各府省庁からの再々検討要請に対する回答

提案
事項
管理
番号

措置の具体的内容 具体的事業の実施内容
提案主
体名

制度の所
管・関係官
庁

0520010

民間施設に設置した
自動交付機からの戸
籍記録事項証明書の
発行

戸籍法第１
条，第４条
競争の導入
による公共
サービスの
改革に関す
る法律第３
４条第１項

戸籍事務は，市
区町村長が管掌
する。
また，競争の導
入による公共
サービスの改革
に関する法律に
基づき，民間業
者は戸籍謄本等
の証明書の交付
請求の受付及び
引渡しを行うこ
とができる。

Ｃ Ⅰ

証明書の発行については，競争の導入による公共
サービスの改革に関する法律の要件を満たせば実
現可能。
戸籍届出については人の親族的身分関係に重大な
影響を及ぼすものであるため対応不可。

・右記提案主体の意見に
つき検討し、回答された
い。
・また、貴省の回答は
「証明書の発行について
は、競争の導入による公
共サービスの改革に関す
る法律の要件を満たせば
実現可能」ということで
あるが、提案主体が考え
ている民間施設に設置し
た自動交付機による戸籍
記録事項証明書の発行に
ついては、本法律の要件
を満たすのか否か示され
たい。

　本市が要望している特区提案は、
「公共サービス改革法」等で規定す
る「受付窓口での人による証明書交
付事務の民営化」ではなく、それよ
りもセキュリティ面で優れている
「自動交付機による証明書発行サー
ビスを監視する事務の民営化」で
す。提案サービスは、「公共サービ
ス改革法」等を見るかぎり、現時点
では可能と判断できないため、戸籍
届出の受領を除き特区提案として再
度ご検討をお願いします。
　仮に特区が不可と判断される場合
は、「公共サービス改革法」によ
り、本市が現在実施している住民票
の写しや税証明等と同様に戸籍記録
事項証明書等の自動交付サービスを
可能とするための規定の明文化につ
いて要望いたします。
（別様有り）

D ―

提案主体の言う事務のう
ち証明書の発行は，「公
共サービス改革法」３４
条２項各号の要件を満た
せば，当該法律の適用を
もって実現可能であり，
要件を満たすか否かの判
断は一義的に提案主体に
おいて判断されるもので
ある。　　　　なお，ご
提案のような「自動交付
機による証明書発行サー
ビス」による戸籍記録事
項証明書の発行を公共
サービス改革法３４条は
否定するものではないと
考える。

右記提案主体の意見につ
き検討し、回答されたい。

　7月27日新潟県開催の公共サービス
改革法に係る説明会において、公共
サービス改革推進室からは、本法律は
あくまで競争入札を基本とし、民間の施
設場所を特定した随意契約は適用外と
する旨の説明がありました。(競争入札
だとしても証明書自動交付機によるサー
ビスそのものを、本法律で想定していな
かったため、回答を保留されている状況
です。）
　このため、中心市街地活性化の観点
から、既存の自動交付機の設置場所を
変更せず、戸籍記録事項証明書のサー
ビスを可能とするために、運用監視等を
建物全体を管理する民間と１社随意契
約を行うことは、本法律の適用外と判断
されます。
　ついては、特区提案として再度ご検討
をお願いします。

Ｄ ―

提案主体の言う事務のうち証明書の発行は，随意契約であるた
めに公共サービス改革法の直接適用はないとのことであるが，
随意契約である点を除き，「公共サービス改革法」３４条２項各
号，同条９項と同様の要件をクリアすれば，戸籍記録事項証明
書等の交付請求の受付及び引渡しについて民間事業者に委託
することを認める同法の趣旨に鑑み，同法によることなく，実現
可能であると考える。
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既に住民票の写し等の証明書
自動交付サービスを行ってい
る民間施設において、戸籍記
録事項証明書の発行も可能と
する。具体的には、
①民間施設に設置した自動交
付機からの住基カードによる
戸籍記録事項証明書を発行
②民間による自動交付機のト
ラブル時の運用監視
③自動交付機は簡易なパネル
で囲い、ブース（施錠やドア付）
を設置しない
④市の窓口業務時間外におけ
る、死亡等の戸籍届出の民間
委託業者（警備会社）による受
領
を可能とするように規制を緩和
する。
※①～③は住民票の写し等の
サービスにおいて既に実施済
み

○平成15年8月に「街なか行政サービス拡大
特区」の認定を受け、民間施設において住民
票の写し、印鑑登録証明書及び税証明（所
得・課税）の自動交付サービスを実現してお
り、新たに戸籍記録事項証明書を追加する
もの。
○この戸籍記録事項証明書は、住民票の写
し（「本籍」「筆頭者」の戸籍情報が出力され
る）等と同じように発行件数が多く、住民から
見た場合に一方のサービスが提供できない
のは、一般的には理解しづらい。
○事業の効果としては、住民サービスの向
上、行政窓口事務の軽減、市街地の活性化
及び住民基本台帳カードの普及である。

三条市 法務省

0520020

精神障害者の社会的
入院者の、退院促進
および自立支援する
ため国有財産を活用
する提案

― ― Ｃ ―
　現在，財務省と宿舎の廃止協議中であり，その
後財務省へ引継ぎ予定である。

Ｃ ― Ｃ ―
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遊休（空き）国有財産の活用に
よる社会福祉法人への払い下
げまたは無償貸与によりグ
ループホーム運営を図る。もっ
て精神障害者の社会的入院者
および家族からの自立を促進
する。

平塚市内にある法務省の職員宿舎・土地お
よび国土交通省の土地・職員宿舎、 厚生労
働省の雇用促進住宅（i職員宿舎）を無償等
で借受してグループホームを運営し、社会的
入院者の退院促進や精神障害者の自立促
進を図る。

社会福
祉法人
アルタ
イル

法務省
財務省

国土交通省
厚生労働省

0520030

精神障害者の社会的
入院者の、退院促進
および自立支援する
ため、民法および生
活保護法の扶養義務
を停止もしくは廃止

民法第８７
７条

直系血族及び兄
弟姉妹は，互い
に扶養義務を負
い，家庭裁判所
は，特別の事情
があるときは，
直系血族及び兄
弟姉妹以外の三
親等内の親族間
にも扶養義務を
負わせることが
できること等と
されている。

Ｃ I

   民法は，直系血族及び兄弟姉妹を扶養義務者と定めるとともに(第
877条第１項），家庭裁判所は，特別の事情があるときは，調停・審判
をもって，それ以外の三親等内の親族間においても扶養の義務を負わ
せることができることとし（同条第２項），さらに，当該審判後事情に変
更を生じたときは，家庭裁判所は，当該審判を取り消すことができるこ
ととしている（同条第３項）。
　また，扶養をすべき者若しくは扶養を受けるべき者の順序又は扶養
の程度及び方法については，当事者間の協議又は家庭裁判所の調
停・審判をもってこれを定めることとし（第878条，第879条），これらの
事項について協議又は審判があった後事情の変更を生じたときは，家
庭裁判所は，当該協議又は審判の変更又は取消しをすることができる
こととしている（第880条）。
　このように，民法の規定は，親族間に発生する扶養の権利義務の内
容について，社会の変化や個別の事情に即した弾力的で適切な処理
が可能となるよう配慮して設けられている合理的なものである。また，
仮に，このような例外規定を設けるとすると，一般私人よりも保護すべ
き要請の強い精神障害者についての保護が民法上かえって弱くなると
いう結果になってしまう。
　したがって，特区・地域再生にかかる提言を実現するために，民法上
の扶養義務を緩和等することはできない。

Ｃ I Ｃ I
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民法および生活保護法の「扶
養義務」を一定緩和もしくは停
止、廃止して、家族との関係に
距離をおき、障害者個人の物
心双方の自立を図る

民法および生活保護法の「扶養義務」を一定
緩和もしくは停止、廃止して、世帯単位でな
く、擬制世帯として認定をするほうが本人の
自主性を引き出せることが多くの現場で見ら
れるので家族との関係に距離をおき、障害
者個人、個人の物心双方の自立を図る

社会福
祉法人
アルタ
イル

法務省
厚生労働省

0520040

フィリピン人看護師及
び介護士受入元認定
を民間人材派遣業者
へ付与

―

日比ＥＰＡ交渉
において合意さ
れたフィリピン
人看護師及び介
護士受入れに関
しては、受入れ
調整機能は福
祉、医療関係団
体が行うことと
なっている。

Ｃ ―

・ＥＰＡの枠組みにおける看護師・介護福祉士の
受入れについては、その具体的な内容につき現在
検討中であり、また外交交渉中であるので回答は
差し控えさせていただく。

Ｃ ― Ｃ ―
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1)要望事項管理番号
（50900001）及びフィリピンとの
EPA交渉の合意内容から、フィ
リピン人看護師及び介護士受
入れを行う事が決定済みであ
るが、要望事項管理番号
（50900001）の回答内容から一
歩進み、フィリピン看護師及び
介護士の受入元として公的機
関だけではなく、認定を受けた
民間の人材派遣業者にも認め
ること提案する。
2）フィリピンとのEPA交渉は大
筋合意ではあるが、未締結で
あるため、具体的な受入プロ
グラムは未決定であると思わ
れる。いつまでに、具体的な内
容が決定するのか、回答願い
たい。

フィリピン人看護師・介護士の日本国内にお
ける人材派遣事業

株式会
社フレ
ンドリー
オー
バー
シーズ
サポー
ト

法務省
外務省

厚生労働省
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05 法務省 非予算（特区・地域再生　再々検討要請回答）

管理コード
具体的事業を実現す
るために必要な措置

(事項名)
該当法令等 制度の現状

措置
の分
類

措置
の内
容

措置の概要(対応策) 再検討要請 提案主体からの意見

「措置
の分
類」の
見直し

「措置
の内
容」の
見直
し

各府省庁からの再検討要
請に対する回答

再々検討要請 提案主体からの再意見

「措置
の分
類」の
再見
直し

「措置
の内
容」の
再見
直し

各府省庁からの再々検討要請に対する回答

提案
事項
管理
番号

措置の具体的内容 具体的事業の実施内容
提案主
体名

制度の所
管・関係官
庁

0520050

製造業における一般
労働者としての外国
人労働者の参入規制
の緩和

出入国管理
及び難民認
定法第２条
の２、別表
第一

我が国は、政府
として、いわゆ
る単純労働者を
受入れるとの方
針を採っていな
い。

Ｃ Ⅰ

・専門的、技術的分野の外国人労働者の受入れに
ついては、「第９次雇用対策基本計画」（平成１
１年８月１３日閣議決定）に基づき、積極的に推
進することとしているが、いわゆる単純労働者の
受入れについては、国内の労働市場にかかわる問
題を始めとして日本の経済社会と国民生活に多大
な影響を及ぼすとともに、送出し国や外国人労働
者本人にとっての影響も極めて大きいと予想され
ることから、国民のコンセンサスを踏まえつつ、
十分慎重に対応することが不可欠であるとされて
おり、政府全体として、慎重に検討を行っていく
必要がある。

提案者が考える代替措置
を講じてもなお、外国人
労働者の受入れが困難な
理由につき示されたい。

Ｃ Ⅰ

・すでに回答しているよ
うに、いわゆる単純労働
者の受入れについては、
我が国の産業や治安、国
民生活等に多大な影響を
及ぼすことから、正負両
面の影響を勘案し、十分
慎重に対応していく必要
がある。
また、最近では、関係省
庁副大臣をメンバーとす
る「外国人労働者問題に
関するプロジェクトチー
ム」におけるとりまとめ
においても、「単純労働
者については、今後も受
入れを認めないという基
本方針は堅持すべき」と
されているところであ
る。

Ｃ Ⅰ
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現行の出入国管理及び難民認
定法では、専門的・技術的外
国人労働者の受け入れに関し
ては積極的に推進している
が、いわゆる外国人単純労働
者を受け入れるための在留資
格は設けていない。この外国
人単純労働者の在留資格を設
けて頂きたい。

　　大分臨海工業地帯において、大型工場
施設を建設する。当該工業地帯は経済発展
の著しい中国を始めとするアジア諸国市場に
近接しており、用地造成も完了している。当
該用地には大型タンカーが接岸可能であり、
大分空港まで７０分、大分港（大在コンテナ
ターミナル）まで２分と日本各地やアジア市
場へのアクセスが容易である。既に鉄鋼、石
油化学、電力分野等の工場が立地しており、
重化学工業集積が進んでいる。また、電力
や工業用水供給体制も整備されている。こ
のように工業用地としての付加価値は非常
に高い。この臨海工業地帯の中に未利用地
が存在している。この工業団地の特性を最
大限活かせる大型工場施設の建設を図る。

大分県
警察庁
法務省
厚生労働省

0520060
外国人技能実習生制
度の対象職種の追加

―

技能実習の対象
職種は、６２職
種１１４作業と
なっている。

Ｃ ―

・対象技能等については、公的に評価ができるも
のであって、かつ、研修生送出国のニーズに合致
するものであれば足り、技能検定制度が整備され
るか、又は評価制度が整備されれば技能実習移行
対象職種に含めることは可能である。

右記提案主体の意見を踏
まえ、以下の内容につき
検討し、回答されたい。
・技能実習移行対象職種
に「高齢者介護」を追加
することの適否について
示されたい。
・６次提案における貴省
の回答は「（財）国際研
修協力機構の認定を受け
れば技能実習移行対象職
種に加えることは可能で
ある。」ということで
あったが、貴省は（財）
国際研修協力機構の監督
省庁の一つであり、同機
構に対し監督責任を持つ
立場から、技能実習移行
対象職種に「高齢者介
護」を追加することの適
否について、同機構に確
認の上、その回答を示さ
れたい。

特区として国際交流を進展させる目
的で可能かどうかの再検討をお願い
致します。

Ｅ ―

・研修から技能実習に移
行するに当たっては、国
の技能検定又はＪＩＴＣ
Ｏが認定した機関の試験
を活用した評価システム
により、研修生が一定水
準以上の技術・技能を修
得していると認められる
こと等が必要である。
従って、すでに回答して
いるように、対象技能等
については、公的に評価
ができるものであって、
国の技能検定が整備され
るか、又は評価システム
が整備されれば可能であ
る。

貴省は「対象技能等につい
ては、公的に評価ができる
ものであって、国の技能検
定が整備されるか、又は評
価システムが整備されれ
ば可能である。」と回答され
ているが、
①対象技能等については、
公的に評価ができる否か
の判断について
②国の技能検定の整備に
ついて
③評価システムの整備に
ついて
貴省が行うのか否か、それ
ぞれについて回答された
い。
その上で、右記提案主体
の補足資料を踏まえ、検討
し、回答されたい。

技能実習への移行するに当たり、対象
技能等を公的に評価することを可能に
する為に本市における福祉団体（老人
福祉施設を統括している団体など）との
間で検討しております。技術検定・評価
システムについてはそのような第三者機
関である団体に委託することにより、可
能と考えます。具体的な原案を検討して
おりますので、今後作成する原案につき
まして検討をお願い致します。また、現
在検討中の内容を補足資料にて提出致
しますので、ご検討お願いします。

Ｅ ―

対象職種については、公的に客観的な評価ができるものであっ
て、かつ、研修生送出国のニーズに合致するものである必要が
あり、民間企業等の認定に基づき技能実習への移行を認めるこ
とは困難である。また、職種の追加については、職業能力開発
促進法に基づく技能検定制度が整備されるか、または評価制度
が整備され、（財）国際研修協力機構の認定を受ければ、技能
実習移行対象職種に含めることは可能である。

1
0
6
2
0
1
0

外国人技能実習生の実習移
行対象職種（（財）国際研修協
力機構による認定職種）に「高
齢者介護」を追加する。

千葉市の友好都市である中国天津市及び呉
江市から千葉市内の高齢者福祉施設に外
国人研修及び技能実習生を受け入れる。高
齢者福祉施設では、地域との交流機会が多
く、様々な活動を通じ、中国友好都市との交
流が発展し、経済的な活動の活性化が見込
まれると思われる。このような人と人が直接
ふれあえる機会を通して、国際交流の進展
を図り、社会的、経済的効果を増大していく。

千葉市
花の旅
団協会

法務省
外務省

厚生労働省

0520070

入出国規制の緩和エ
リアを設置することに
よる国際観光ルート
の活性化と空港周辺
地域商業の発展（国
際経由空港）

出入国管理
及び難民認
定法第６条

本邦に上陸しよ
うとする外国人
は、入国審査官
に対し上陸申請
をし、入国審査
を受けなければ
ならない。

Ｃ Ⅰ

・①について
　そもそも、空港の直行通過区域（トランジットエリア）は、航空機により我が
国に入国する者が、降機してから上陸審査場に至るまでの経路及び乗換えのため
に留まることができるよう設置された場所であって、同区域を通過する旅客は、
事実上、本邦に入国、上陸しており、本来は出入国手続が必要であるが、乗継ぎ
を目的として本邦を通過する旅客に限り、例外的に出入国手続をとらないことと
しているものであって、直行通過区域という「エリア」にいることにより出入国
手続が不要となっているわけではない。したがって、購買活動や滞在等を目的と
し、本邦に入国、上陸し、滞在（宿泊）する旅客に対し、出入国手続を行わない
こととすることはできない。
　また、我が国の空港内の直行通過区域を悪用し、第三国への不法入国を試みる
者及び第三国への不法入国を試みる者を幇助する者が後を絶たず、これらの者に
対する厳格な取扱いが国際組織犯罪、テロへの対策上喫緊の課題となっているこ
とからも、上記のような措置をとることは困難である。
・②について
　出入国の公正な管理の点から認められない。直行通過区域は，①のとおり、空
港を経由等することのみを目的として設けられた場所であり、少なくとも、空港
の外側に同区域を拡大することは認められず（そのためには，上陸審査を経る必
要がある。）、また、出国する予定のない者が同区域を利用することは，同区域
が設けられている趣旨からも認められない。
　ただし、出入国手続の免除を除けば、乗換え時間の有効活用、商業活動の活性
化のため、乗換えまでに時間のある通過客を対象とする「商業エリア」を空港内
に設けることに異論はない。

右記提案主体の意見を踏
まえ検討されたい。

もちろん現在の規制の意味は理解し
ているつもりであるが、だからと
いって国民の当然の利益や、これに
付随する国の利益やイメージアップ
を無視するわけには行かない。
先ず、テロ等安全対策については警
察庁への意見に有るとおりとしま
す。
回答では、入国手続きを行わないと
何も出来ない旨の記述が見られる
が、出国ロビーには手続き後のエリ
アに立派な売店が存在する。このこ
とが、入国手続き前に経済活動を行
うことが出来る措置の可能性を示し
ている。
最後に、貴省のようにダメというの
では特区の趣旨に外れるので、「こ
の面はどうするか？」とか、貴庁の
不安な要素をより払拭するような回
答方法をお願いします。どうしたら
出来るか・・のはずです。

Ｃ Ⅰ

・すでに回答しているよ
うに、直行通過区域は、
上陸審査場に至るまでの
経路及び乗り換えのため
の区域として設置してい
るものであり、乗り継ぎ
を目的として同区域を通
過する者については、本
来、本邦に上陸している
ことから出入国手続が必
要であるが、同区域にと
どまっている限り、例外
的に出入国手続をとって
いないものであり、それ
が国際慣行でもある。
従って、宿泊や購買活動
等を目的として本邦の
「特定エリア」に入国、
上陸しようとする者で
あっても、出入国手続を
不要とすることはできな
い。

右記提案主体の意見につ
き検討し、回答されたい。

　規制と要望の要素をまとめると、①直
行通過区域（トランジットエリア）での入
国審査前の売買行為の可否　と②トラン
ジットエリアでの入国審査前の待機滞在
の可否　と③トランジットエリアの場所自
体の拡大　ということになる。何れも現状
の法律や現状で行われている対応（出
国審査後の待機ロビーなど）をみても規
制を撤廃することは可能と考えられる。
簡単な仮入国手続きなどを行なう短期
滞在の方がより不法入国を招く恐れが
危惧されるのではないか。
　別添の補足文書の内容もご確認いた
だき、上記①～③についてそれぞれご
回答願います。

Ｃ Ⅰ

①及び②について
・再検討要請に対する回答にもあるように、直行通過区域は、乗
り継ぎを目的として上陸する場合に、本来は出入国手続が必要
であるところ、例外的に同手続をとっていないものであり、直行
通過区域という「エリア」にいることにより出入国手続が不要と
なっているわけではない。また、我が国の空港内の直行通過区
域を悪用し、第三国への不法入国を試みる者及び第三国への
不法入国を試みる者を幇助する者が後を絶たず、これらの者に
対する厳格な取扱いが国際組織犯罪、テロへの対策上喫緊の
課題となっているところである。
③について
・すでに回答しているように、出入国手続の免除を除けば、乗換
え時間の有効活用、商業活動の活性化のため、乗換えまでに
時間のある通過客を対象とする「商業エリア」を空港内に設ける
ことに異論はない。

1
0
8
0
0
3
0

空港に隣接した「特定のエリ
ア」の中に、様々な「アミューズ
メント施設」や「くつろぎ」・「日
本文化」などの設えを整備し、
そのエリア内では経由客が限
られた日数（２～３泊程度）を仮
出入国手続及びトランジットビ
ザなしで、手軽に宿泊滞在が
できるように、出入国管理の規
制を緩和する。

このエリアは、「仮出入国手続」及び「トラン
ジットビザ」が不要であるため、①トランジット
客が容易に日本の特定エリア内でショッピン
グをはじめとする様々な活動を通じ、時間の
有効活用はもとより、商業活動の活性化を目
指す。②この特定エリアを日本人にも条件付
で開放し、外国に旅行したような演出を提供
し、購買意欲等を駆り立てる。等の両面から
商業等の活性化に寄与する効果を期待する
ものである。
一方、売り上げにかかる消費税・所得税・ホ
テル税などの税収効果も期待でき、行政とし
てもメリットがあると判断している。
このエリアは、あくまでも空港に隣接したもの
であり、人工的に囲われた領域を考えてお
り、「平成版長崎の出島」と考えてもらいた
い。
※別紙説明図あり

社団法
人日本
青年会
議所
関東地
区千葉
ブロック
協議会

警察庁
法務省

0520080
留学生アルバイト時
間「２８時間／週」の
廃止

出入国管理
及び難民認
定法第１９
条第２項

資格外活動は、
各在留資格に定
める本来の活動
を阻害しない範
囲内で、相当と
認められる場合
に許可される。

Ｃ Ⅳ

・留学生はそもそも就労を目的として入国・在留
しているものではなく、留学生の資格外活動に係
る問題が頻発している現状において資格外活動許
可の緩和を行うことは困難である。また、週２８
時間は通常の労働者の勤務時間の約３分の２に当
たり、これ以上就労を認めるのであれば、労働者
の受入れ問題として扱うべきものである。

Ｃ Ⅳ Ｃ Ⅳ

1
0
8
4
0
1
0

現在規定されている留学生の
労働時間制限（週28時間）を廃
止し、日本人の一般学生と同
様に週40時間労働を可能とす
ることにより、働きながら学ぶ
留学生を支援する。

40時間／週のアルバイトの実現は、アジア留
学生の生活を安定化、不法就労等の誘惑か
ら開放につながり、国際交流の他の取組み
とあわせれば留学生の暮らしやすい環境を
実現し、宇都宮市に多く留学生を呼び込み
国際交流を進めることが可能となる。宇都宮
市中心部に設置を想定している国際留学生
センター（仮称）では規制緩和にあわせて、
留学生支援の一環としてアルバイトの斡旋、
通訳派遣、中国の３年制大学卒業生の日本
４年生大学の留学支援、地域大学への留学
生の斡旋等を行うことを想定しており、これ
により宇都宮市の人的レベルでの国際化を
進めることを目指す。国際留学生センター
（仮称）については別紙参考資料参照。

個人 法務省
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05 法務省 非予算（特区・地域再生　再々検討要請回答）

管理コード
具体的事業を実現す
るために必要な措置

(事項名)
該当法令等 制度の現状

措置
の分
類

措置
の内
容

措置の概要(対応策) 再検討要請 提案主体からの意見

「措置
の分
類」の
見直し

「措置
の内
容」の
見直
し

各府省庁からの再検討要
請に対する回答

再々検討要請 提案主体からの再意見

「措置
の分
類」の
再見
直し

「措置
の内
容」の
再見
直し

各府省庁からの再々検討要請に対する回答

提案
事項
管理
番号

措置の具体的内容 具体的事業の実施内容
提案主
体名

制度の所
管・関係官
庁

0520090

外国人労働者（介護
士）の在留資格要件
に関する規制緩和
外国人労働者（介護
職）の雇用・受け入れ
に関する規制緩和、
特例措置

出入国管理
及び難民認
定法第２条
の２、別表
第一

我が国の介護福
祉士資格を取得
していることの
みをもって入国
を認めることと
はなっていな
い。

Ｃ Ⅰ

・介護福祉士の受入れについては、現在、ＥＰＡ
交渉において、その具体的な内容につき現在検討
中であるが、その受入れ状況等を踏まえて今後検
討を重ねる必要がある。

Ｃ Ⅰ Ｃ Ⅰ

1
0
8
7
0
1
0

介護の分野において、外国人
労働者に対しての在留資格の
規制を緩和したい。現状の在
留資格要件のなかでは介護分
野は該当していない。また、医
療の中に介護士要件もない。
在留資格要件を緩和するか特
例措置により、介護現場にて
介護福祉士の国家資格だけで
なくホームヘルパー2級以上の
取得により就労可能にする。

介護の現場において外国人労働者を雇用可
能にする。　具体的には、現状一部しか許可
のされていない海外からの介護士受け入れ
をよりたやすくする。海外の派遣機関（公的
なものが望ましい）から日本の介護現場で働
きたいという外国人に対して、最低限の日本
語の勉強とホームヘルパー2級以上の講座
を受講させ資格を取得することによって日本
国内の在留資格・就労資格を得ることが出
来るようにする。国際交流・貢献、少子高齢
化における労働者の確保、今後の介護産業
の輸出にも対応できる。

社会福
祉法人
元気村

法務省
外務省

厚生労働省

再入国許可申請の手
続きの緩和等につい
て

出入国管理
及び難民認
定法第２６
条

再入国の許可に
ついては、その
効力が生じた日
から３年を超え
ない範囲内にお
いて、法務大臣
がその有効期限
を定めることと
なっている。

Ｃ Ⅰ

・現行の入管法においては、出入国の公正な管理
を図る観点から、再入国許可の期間は３年として
いるところであり、これは、在留期間が「無期
限」とされる永住者や「外交活動を行う期間」と
される外交の在留資格等についても同様であり、
外国人研究者についてのみ伸長することはできな
い。

・右記提案主体の意見を
踏まえ、外国人研究者特
有の事情を考慮し、特別
なニーズに基づき、期間
の伸長を行うことができ
ないか検討されたい。
・あるいは、永住者や外
交の在留資格等を含め期
間の伸長を行うことがで
きないか検討されたい。

「第３期科学技術基本計画」では、
世界一流の研究者をはじめとする優
秀な人材が活躍できるよう、「外国
人研究者の受入れの円滑化を図るた
め、出入国管理制度に係る必要な見
直しや運用改善等の推進」が明記さ
れており、総合科学技術会議でも同
様の議論がなされている。本提案
は、再入国許可の有効期間の延長が
必要である外国人研究者に対して、
受入機関よりその必要性等を証する
資料を提出することで、一律ではな
く特例として個別に延長を認めてい
ただきたいという趣旨であり、再度
のご検討をお願いしたい。

Ｃ Ⅰ

・すでに回答しているよ
うに、再入国許可につい
ては、出入国の公正な管
理を図る観点から３年を
上限としているものであ
り、永住者等他の在留資
格との整合性を図る観点
からも、外国人研究者に
ついてのみ期間の伸長を
行うことはできない。

・外国人研究者特有の事
情を考慮し、特別なニー
ズに基づき、期間の伸長
を行うことができないか
検討されたい。
・あるいは、永住者や外
交の在留資格等を含め期
間の伸長を行うことがで
きないか検討されたい。

Ｃ Ⅰ

我が国として出入国の公正な管理を図る観点から、再入国許可
の期間は３年としているところであり、これは、在留期間が「無期
限」とされる永住者や「外交活動を行う期間」とされる外交の在
留資格等についても同様であり、外国人研究者についても伸長
することはできない。

1
0
8
8
0
1
0

外国人研究者に係る再入国許
可申請を、入国審査後、速や
かに手続きが行えるようにする
とともに、外国人研究者の再入
国許可の有効期間の上限につ
いて、個別の延長申請を行うこ
とで、５年への延長を認める。

　本市にある理化学研究所や進出企業等の
外国人研究者は、学会等への参加のため出
入国する機会が多く、また、共同研究の場
合、急遽出国するケースも多々あり、再入国
手続きを行う十分な時間もない状況にある。
　そこで、再入国の許可申請手続きを緩和し
て、入国審査の後に速やかに手続きができ
るようにすることで手続きを一元化し、負担を
軽減する。
　また、現行の数次再入国許可の有効期間
は３年間であるが、外国人研究者の多くは５
年の在留資格を取得している。そこで、受入
機関から延長が必要であることを証する資
料の添付があれば、５年への延長を個別に
判断する。

神戸市 法務省

再入国許可申請手続
きの緩和

出入国管理
及び難民認
定法第２６
条

再入国の許可に
ついては、その
効力が生じた日
から３年を超え
ない範囲内にお
いて、法務大臣
がその有効期限
を定めることと
なっている。

Ｃ Ⅰ

・入管法において、出入国の公正な管理を図る観
点から、再入国許可の期間は３年としているとこ
ろであり、これは、在留期間が「無期限」とされ
ている永住者や「外交活動を行う期間」とされて
いる外交の在留資格等についても同様である。し
たがって、５年の在留期間を許可されている外国
人研究者であっても、再入国許可の有効期限を伸
長することはできない。
また、再入国許可には、有効期限内であれば何度
でも出入国できる数次再入国許可がある。

・右記提案主体の意見を
踏まえ、外国人研究者特
有の事情を考慮し、特別
なニーズに基づき、期間
の伸長を行うことができ
ないか検討されたい。
・あるいは、永住者や外
交の在留資格等を含め期
間の伸長を行うことがで
きないか検討されたい。

○本提案は、一律に再入国許可の期
間の延長を求めているのではなく、
延長が必要である外国人研究者に対
して、受入機関よりその必要性等を
証する資料を提出することで、特例
として個別の延長を認めていただき
たいというのが趣旨である。
○国の科学技術基本計画（H18.3.28
閣議決定）にもあるように、世界一
流の研究者をはじめとする優秀な人
材が活躍できるようにするために
は、受入れの円滑化を図る必要があ
る。このため、出入国管理制度の運
用改善策として検討をお願いした
い。
○前回は対象者を限定しない一律の
再入国許可の期間延長の提案であっ
たが、今回受入機関よりその必要性
を証する資料を提出することで、実
際に延長が必要な外国人研究者のみ
を特定した提案であり、再度検討を
お願いしたい。

Ｃ Ⅰ

・すでに回答しているよ
うに、再入国許可につい
ては、出入国の公正な管
理を図る観点から３年を
上限としているものであ
り、永住者等他の在留資
格との整合性を図る観点
からも、外国人研究者に
ついてのみ期間の伸長を
行うことはできない。

・外国人研究者特有の事
情を考慮し、特別なニーズ
に基づき、期間の伸長を行
うことができないか検討さ
れたい。
・あるいは、永住者や外交
の在留資格等を含め期間
の伸長を行うことができな
いか検討されたい。
・また、右記提案主体の意
見につき検討し、回答され
たい。

○当規制緩和項目については、実際に
在留している外国人研究者より緩和を
要望されている項目であり、また先の意
見でも述べたが、国において提言されて
いる高度な技術・知識を有する外国人
研究者等の人材を獲得するために必要
な受入れの円滑化に関する規制緩和項
目である。
○現状、再入国許可は３年間であれば
何度でも出入国可能な数次再入国許可
があるが、外国人研究者の在留資格が
最大５年まで延長されており、また当該
研究者は出入国を頻繁に行う可能性が
高いことから、再入国許可の有効期間と
の矛盾が生じることとなる。このため、外
国人研究者等の活躍促進のためには、
入国審査時に再入国許可手続きを可能
とする手続きの簡素化とあわせて、再度
実態にあわせた見直しをお願いしたい。
○特区制度は、地域の特性に応じた規
制の特例を特定の区域に導入すること
を目的とされている。この制度の趣旨を
踏まえ、地域限定で再入国許可に係る
個別の延長を認めてほしい。また、地域
限定でも緩和の導入が難しい場合は、
その理由を伺いたい。

Ｃ Ⅰ

我が国として出入国の公正な管理を図る観点から、再入国許可
の期間は３年としているところであり、これは、在留期間が「無期
限」とされる永住者や「外交活動を行う期間」とされる外交の在
留資格等についても同様であり、外国人研究者についても伸長
することはできない。
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○再入国許可申請の有効期
間は通常３年であるが、外国
人研究者の場合、特例措置５
０１～５０３により在留期間が最
大５年に延長されていることか
ら、再入国許可申請時に「再入
国許可の有効期間の延長」を
可能とする。なお、申請時に有
効期間の延長を希望する場合
は、受入機関より再入国許可
申請の延長が必要であること
を証する資料を提出すること
で、当該有効期間の延長（最
大在留期間まで）を個別に判
断するものとする。
○また、外国人研究者に係る
再入国手続について、日本へ
の入国審査後あわせて当該申
請を可能とする。

○大型放射光施設SPring-8等における外国
人研究者の受入れ促進事業

　世界最大の大型放射光施設SPring-8を擁
し、先端分野に関わる放射光研究が展開さ
れている播磨科学公園都市の特性を活か
し、これまで外国人研究者の受入れ促進を
図ってきた。（特例措置：５０１～５０３、５０４）
　さらに再入国許可申請の見直しにより外国
人研究者の研究環境を整えることで、人材
の集積を強化し、研究開発成果の実用化や
新産業創出による地域全体の経済活性化を
目指す。

兵庫
県、た
つの
市、上
郡町、
佐用町

法務省

0520110
「公共コンビニ」での
窓口業務の実施

戸籍法第１
条，第４条
競争の導入
による公共
サービスの
改革に関す
る法律第３
４条第１項

戸籍事務は，市
区町村長が管掌
する。
また，競争の導
入による公共
サービスの改革
に関する法律に
基づき，民間業
者は戸籍謄本等
の証明書の交付
請求の受付及び
引渡しを行うこ
とができる。

Ｄ ―
証明書の発行については，競争の導入による公共
サービスの改革に関する法律の要件を満たせば実
現可能。

・貴省の回答は「証明書
の発行については、競争
の導入による公共サービ
スの改革に関する法律の
要件を満たせば実現可
能」ということである
が、右記提案主体の意見
を踏まえ、提案主体の考
えている事業の実施内容
については本法律の要件
を満たすのか否か示され
たい。

今回提案は、パブリックコメント
「競争の導入による公共サービスの
改革に関する法律第３４条の規定に
基づく省令案に対する意見の募集」
での意見対応にある「コンビニ等に
よる経由機関方式」を、庁舎併設の
コンビニに担わせるものです。現行
法対応可能の回答だが、市内複数店
舗を指定事業者として６業務実施に
活用するのではなく、庁舎併設コン
ビニを開設して多様な機能を構築す
るうちの窓口６業務となる。そのた
め事業者はプロポーザル方式により
選定する可能性が高い。窓口６業務
はプロポーザルの前提条件とする、
又は事業者決定後に業務委託契約を
結ぶことになると考えられる。こう
した契約方法が現行法で対応可能で
あるか確認します。

D ―

提案主体が想定している
具体的内容が「公共サー
ビス改革法」の諸要件を
満たすか否かの判断は一
義的に提案主体において
判断されるものである。
なお，「公共サービス改
革法」による官民競争入
札又は民間競争入札の実
施に当たり，プロポーザ
ル方式を採用できるか否
かについては同法を所管
している内閣府にご確認
いただきたい。

D ―

1
0
9
0
0
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現行法では守秘義務の適用が
できない民間事業者（コンビニ
エンスストア）に対して、市庁舎
併設の店舗における窓口サー
ビスにおいて、その従事者に
守秘義務、みなし公務員として
の服務の一部を課すことを可
能とする。

市庁舎の一部にコンビニエンスストアを併設
して民間事業者との委託等の関係により窓
口業務（諸証明の受付発行等）を行う。市民
の利便性向上を目的に閉庁時間に多くの公
共サービスを庁舎併設空間で行えるように
する。具体的には店舗窓口が諸証明の申請
を預かりして、翌日市が発行して申請者希望
の時間帯に再び送達して交付を行う。今後
は多くの業務の展開を検討していく。この際
に委託等の関係にある民間事業者に守秘義
務の適用を課すものである。

豊明市
総務省
法務省

0520100
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05 法務省 非予算（特区・地域再生　再々検討要請回答）

管理コード
具体的事業を実現す
るために必要な措置

(事項名)
該当法令等 制度の現状

措置
の分
類

措置
の内
容

措置の概要(対応策) 再検討要請 提案主体からの意見

「措置
の分
類」の
見直し

「措置
の内
容」の
見直
し

各府省庁からの再検討要
請に対する回答

再々検討要請 提案主体からの再意見

「措置
の分
類」の
再見
直し

「措置
の内
容」の
再見
直し

各府省庁からの再々検討要請に対する回答

提案
事項
管理
番号

措置の具体的内容 具体的事業の実施内容
提案主
体名

制度の所
管・関係官
庁

0520120
沖縄県に寄港する外
航客船の乗客におけ
る入国審査の緩和

出入国管理
及び難民認
定法第６条

本邦に上陸しよ
うとする外国人
は、入国審査官
に対し上陸申請
をし、入国審査
を受けなければ
ならない。

Ｃ Ⅰ

・不法滞在、不法就労を目的とする外国人等の入
国を水際で確実に阻止するためにも、さらなる厳
格な上陸審査等の実施が求められているところで
あり、個々人に対しての厳格な入国・在留の審査
が不可欠であることから、当該審査を一括して行
うことは困難である。

・右記提案主体の意見を
踏まえ検討されたい。
・また補足資料に記載し
ている代替策について可
能か否か検討し、回答さ
れたい。

今回の提案はあくまでも外航豪華ク
ルーズ客船のみに適用される特区を
目指しているもので他の外航貨物船
等の一般の船は適用されないもので
ある。大金を払って豪華クルーズ客
船で本邦へ不法滞在、不法就労目的
で入域する乗客は皆無である。実際
に沖縄県の事例では平成９年以来そ
の目的の乗客乗船は皆無である。
又、要注意人物等の把握は事前に提
出する乗客名簿を参照し、事前に審
査可能と思われる。不法滞在、不法
就労を目的とした外国人の入国を水
際で確実に阻止するには事前に提出
した乗客名簿を精査可能と思われ
る。

Ｃ Ⅰ

・「テロの未然防止に関する行動
計画」に基づき、テロの未然防止
対策を行っており、平成１８年の
通常国会において、上陸審査時に
特別永住者等を除く外国人に指紋
等の個人識別情報の提供を義務付
けることなどを内容とする入管法
の一部改正法が成立している。ま
た、政府は、平成２１年までに不
法滞在者を半減させることを目標
としており、これを達成するため
に、関係省庁とも連携しつつ、不
法滞在者の半減に向けた取組を推
進しているところである。
そのためにも、テロリストや偽変
造文書等を使用し、我が国への入
国を企図する外国人やいわゆる
「なりすまし」等について厳格に
対応していくことが不可欠であ
り、引き続き強力な水際対策を推
進していくためにも、当該審査を
一括して行うことは困難である。
・なお、地方空港・海港における
出入国審査の支援のための職員を
配置するなど、主入国審査の円滑
化・迅速化のための取組を行って
いるところである。

右記提案主体の意見を踏
まえ検討し、回答された
い。

IT社会における現状で事前に入手した
乗客名簿で水際以前に要注意人物等の
チェックは十分可能と思われる。航空機
と違い本邦へ向かう最初の出国港でも
現地の入国管理局当局及び船社におい
て厳格な審査が行われる事を鑑みても
豪華クルーズ船の乗客が不法就労・不
法滞在を目的として、又、テロリストや所
謂「なりすまし」で本邦へ入国することは
無いと思われる。地方空港・海港におけ
る出入国審査支援の為の職員配置も予
算削減理由で職員配置が削減されてお
り、現に那覇港出張所も閉鎖され審査
の為の審査官職員派遣も年々削減され
ている現状を把握していただきたい。

Ｃ Ⅰ

・すでに回答しているように、政府として平成２１年までに不法滞
在者を半減させることを目標としており、これを達成するために、
関係省庁とも連携しつつ、不法滞在者の半減に向けた取組を推
進しているところであり、引き続き強力な水際対策を推進してい
くためにも、当該審査を一括して行うことは困難である。
・なお、出入国審査の円滑化・迅速化を目的に、地方空港・海港
における出入国審査の支援のため、職員を配置するなどの取組
を行っているところである。
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沖縄県内の開港に入港する外
航クルーズ客船で沖縄出港後
は外国へ向かう客船の入国及
び出国審査を簡素化し滞在時
間の多くを観光にあてる時間
的余裕を持たせる

外航クルーズ客船が入港する際は事前に乗
客名簿を入手する事が可能なので入港後は
船側が責任を持って乗客全員の旅券を回収
して一括で入国及び出国審査を行う。従来
の対面審査に対してかなりの時間的制約が
緩和され乗客の観光時間が最大限確保でき
る

個人
警察庁
法務省

0520130

日本の看護師資格を
取得している外国人
看護師の在留資格の
規制緩和

出入国管理
及び難民認
定法第７条
第１項第２
号の基準を
定める省令

「医療」の在留
資格で看護師の
業務に従事する
外国人に係る研
修期間は、看護
師の免許を受け
た後７年以内と
なっている。

Ｄ ―

・「出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準を
定める省令」は、上陸の際に適用される上陸条件のひとつで
あり、改正前に看護師の免許を取得した者であっても、免許
を受けた後７年以内の期間中に研修として看護師業務を行う
ことを目的として上陸申請する場合には、改正後の基準省令
が適用される。
・本年３月３０日よりも前に本邦に上陸し、研修として看護
師業務を行っている者については、改正前の上陸許可基準に
より、一定の学校等を卒業後４年以内の期間中に研修として
看護師業務を行うことを目的として上陸を許可されたもので
あるが、省令改正の趣旨を踏まえ、同人が免許取得後７年以
内の期間まで引き続き当該業務に従事したいということであ
れば、在留期間の更新等を行うことは可能である。

Ｄ ― Ｄ ―

1
0
9
8
0
1
0

外国人看護師が医療の在留
資格で看護師としての業務に
従事しようとする場合、学校卒
業後４年とされている研修期間
を、平成18年3月30日公布の
一部を改正する省令により、看
護師資格の取得後7年以内と
改正された。これに伴い、改正
前に日本の看護師免許を取得
した者に対してもこの改正省令
の適用範囲を拡大し、遡って3
年間の在留資格を与えるもの
とする。

日本とフィリピン政府間のFTA交渉において
調整中である「フィリピン人看護師・介護士の
受け入れ」構想を視野に入れ、看護師の資
格取得者1名の受け入れを行う。受け入れを
通じ、FTAモデルとして就労から日常生活上
の諸問題を事前に評価し、これを公表し一つ
の指標とする。既にフィリピン人雇用の実績
のある社会福祉法人可部大文字会が受け
入れ施設となり、外国人看護師・介護士の支
援に取組んでいる内閣府認証の当該NPO法
人が側面支援を行う。モデル事業として、受
け入れを通じた地域活性を当該地区の医療
福祉人材の育成及び雇用の創出につなげ
る。これを以って広島地域における人的国際
交流の契機とする。

社会福
祉法人
可部大
文字
会、
NPO法
人高齢
者医療
福祉協
会

法務省
外務省

厚生労働省

0520140 土地の区分所有

建物の区分
所有等に関
する法律第
１条

 土地の区分所
有について定め
る規定は，現行
法令上存しな
い。
 建物の区分所
有等に関する法
律第１条は，一
棟の建物の各部
分が構造上区分
されており，独
立して建物の用
途に供すること
ができるとき
は，各部分ごと
に独立の所有権
の対象とするこ
とを認めてい
る。

Ｄ ―

　一筆の土地の一部についても所有権の客体とする
ことが可能であり，分筆の上で登記することもできる。
したがって，駐車区画ごとに駅前土地の区分所有を
認めるという本件要望は，地権者に対して駐車区画
ごとの所有権を認め，共同利用すべき部分の土地は
関係者の共有とし，必要に応じてこれらを分筆登記す
ることによって，その目的を達成することが可能であ
ると考えられる。

Ｄ ― Ｄ ―
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1971年に土地改良法第95条3
項の認可を得てスタートし、
1979年に予定の水没防止のた
めの盛土工事が完成したにも
かかわらず一部関係者の賛成
が得られず事業全体が頓挫し
ているJR上野原駅南口土地改
良事業の対象面積（12817坪）
を1棟の超高層マンションに、
個々の地権者の事業開始前
の地籍に応じて割り当てられる
JR上野原駅南口駅前駐車区
画を区分所有されるマンション
の個々の居室と見なして、土
地の区分所有を特区として認
定し、権利関係を合理化し、事
業の進捗をはかる

当該土地改良事業着手以前の地権者の地
積を盛土後の駐車場区画の数で表示し、土
地の資産価値を駐車場からの現金収入の形
で年金化することによって、 地権者に①先
祖伝来の土地が収用されることがない、②継
続的現金収入が保障されるというメリットを
与えて区画整理事業への賛意を取り付け
る。これを受けて行政が①既成事実化の進
行の中で複雑化した利害関係を調整し、②
土地買収に要する時間と費用を抜本的に節
減して、膠着状態にあるＪＲ上野原駅南口の
整備を進め、①バスターミナル、②公営駐車
場、③エスカレーター・エレベーターの設置を
進め、市民生活の便利性の向上と地域活性
化の突破口を開く。

山梨産
業情報
交流
ネット
ワーク
構造改
革特
区・地
域再生
研究会

法務省
農林水産省

外国人研究者の永住
許可要件の緩和

永住許可に
関するガイ
ドライン

永住許可につい
ては、引き続き
１０年以上本邦
に在留している
ことが必要とさ
れるところ、外
交、社会、経
済、文化等の分
野において我が
国への貢献があ
ると認められる
者については当
該在留実績につ
いて５年以上と
されているが、
特区内におい
て、特定事業５
０５の要件を満
たし、その適用
を受ける場合に
ついては、当該
在留実績につき
３年以上とする
特例措置をとっ
ている。

Ｃ Ⅳ

･特定事業５０５は、特定事業が、評価委員会での評価にお
いて、弊害がなければ全国展開することを想定されているこ
とから、主となる特定事業の効果をいち早く発揮させるた
め、他の特定事業を促進する従属的事業として実施している
ものである。したがって、主となる特定事業が全国展開等に
より特定事業でなくなった場合は、５０５を適用することは
できない。
・主となる特定事業については、特区基本方針別表１で定め
られる特定事業のうち、５０４や５０５のような他の特定事
業を促進する付随的特定事業以外の事業であって、かつ、５
０５の特区別表に掲げる他の要件を満たすものであればよ
い。
・「その関連事業」とは、特区目標達成に必要であり、か
つ、主となる特定事業の遂行に不可欠な事業を指す。よっ
て、特区計画への記載のみで「その関連事業」と位置付け、
５０５を適用することはできない。

・高度人材の確保、対日
投資の促進等の観点か
ら、外国人研究者や外国
人情報処理技術者に対す
る永住許可弾力化事業を
創設することができない
か検討されたい。

　国は本来であれば、特定事業の全国
展開に伴い、特区が取り消される場合、
当該特定事業に係る付属的事業の継
続を制度化すべきであり、そのような対
応が国において図られていないことは、
不合理である。また、当該付属的事業
には実績もあり、特定事業が全国展開
された場合でも、学研等区域内におい
ては、付属的事業の継続は必要不可欠
であり、これまで周知を行ってきた外国
人研究者に対して、合理的な説明がで
きない。法務省は改めて提案内容を検
討していただきたい。

Ｃ Ⅳ

・特定事業５０５については、そ
もそも主となる特定事業の効果が
有効に発揮されるよう、従属的事
業として位置づけられたものであ
り、特区制度上、特定事業が全国
展開されれば、５０５を適用する
ことはできない。
ただし、主となる特定事業につい
ては、基本方針別表１で定められ
るものであり、かつ、５０４及び
５０５のような付随的特定事業以
外で、５０５の基本方針別表に掲
げる他の要件を満たすものであれ
ばよい。
・なお、我が国への貢献が認めら
れる者に対する永住許可要件のう
ち在留実績５年については、「日
本国の利益に合する」か否かを判
断する際のガイドラインであり、
在留実績が５年に満たない場合で
あっても許可することはあり得
る。つまり、全国展開後の特定研
究活動等に従事する外国人の貢献
を個別に判断した上で、在留実績
３年で永住許可することもあり得
るものである。
しかし、特定研究活動等に係る外
国人の永住許可要件を一律に３年
とすることは、他の貢献５年の対
象者とのバランスを失することと
なり、また、全体として在留実績
を３年とすることは、我が国の外
国人受入れ政策全体に影響を及ぼ
す問題であるため困難である。

・現行の特定事業５０５を存
続した上で、対日投資促進
や質の高い研究機関の推
進、情報処理産業を通じた
新事業の創出等に取り組
む地域として地域再生計画
を申請し、内閣総理大臣の
認定を受けた地域におい
て、外国人研究者、情報処
理技術者であって、我が国
の貢献が認められる者を
対象とする「永住許可要件
の緩和」を地域再生の支援
措置として創設することが
できないか検討されたい。

Ｂ－地 Ⅳ

質の高い研究開発の推進や当該研究開発の成果を実用化した
新規事業の創出等に取り組む地域における、特定の研究機関
等で研究等を行う全国展開後の外国人研究者、情報処理技術
者であって、我が国の貢献が認められる者については、「永住
許可要件の緩和」を行うこととする地域再生の支援措置の創設
を検討することとしたい。

1
1
0
8
0
1
0

外国人研究者の永住許可要
件を在留実績５年以上から３
年以上に短縮する措置

我が国への貢献が認められる外国人研究者
で永住を希望される者に対し、永住許可要
件を在留実績５年以上から３年以上に短縮
することにより、関西文化学術研究都市をは
じめとする現在特区認定がされている学術
研究拠点等において、それぞれの研究分野
における優れた外国人研究者の早期集積と
定着化を図り、国際的知的求心力のある「国
際研究開発拠点」を形成し、国際的な競争力
のある技術革新のための「地の集積」と「知
の活用」のスピードアップと継続化等を図る。

京都
府、大
阪府、
奈良県

法務省

0520150
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05 法務省 非予算（特区・地域再生　再々検討要請回答）

管理コード
具体的事業を実現す
るために必要な措置

(事項名)
該当法令等 制度の現状

措置
の分
類

措置
の内
容

措置の概要(対応策) 再検討要請 提案主体からの意見

「措置
の分
類」の
見直し

「措置
の内
容」の
見直
し

各府省庁からの再検討要
請に対する回答

再々検討要請 提案主体からの再意見

「措置
の分
類」の
再見
直し

「措置
の内
容」の
再見
直し

各府省庁からの再々検討要請に対する回答

提案
事項
管理
番号

措置の具体的内容 具体的事業の実施内容
提案主
体名

制度の所
管・関係官
庁

特定事業等に係る外
国人の永住許可弾力
化事業の適用拡大

永住許可に
関するガイ
ドライン

永住許可につい
ては、引き続き
１０年以上本邦
に在留している
ことが必要とさ
れるところ、外
交、社会、経
済、文化等の分
野において我が
国への貢献があ
ると認められる
者については当
該在留実績につ
いて５年以上と
されているが、
特区内におい
て、特定事業５
０５の要件を満
たし、その適用
を受ける場合に
ついては、当該
在留実績につき
３年以上とする
特例措置をとっ
ている。

Ｃ Ⅳ

･特定事業５０５は、特定事業が、評価委員会での評価にお
いて、弊害がなければ全国展開することを想定されているこ
とから、主となる特定事業の効果をいち早く発揮させるた
め、他の特定事業を促進する従属的事業として実施している
ものである。したがって、主となる特定事業が全国展開等に
より特定事業でなくなった場合は、５０５を適用することは
できない。
・主となる特定事業については、特区基本方針別表１で定め
られる特定事業のうち、５０４や５０５のような他の特定事
業を促進する付随的特定事業以外の事業であって、かつ、５
０５の特区別表に掲げる他の要件を満たすものであればよ
い。
・「その関連事業」とは、特区目標達成に必要であり、か
つ、主となる特定事業の遂行に不可欠な事業を指す。よっ
て、特区計画への記載のみで「その関連事業」と位置付け、
５０５を適用することはできない。

・高度人材の確保、対日
投資の促進等の観点か
ら、外国人研究者や外国
人情報処理技術者に対す
る永住許可弾力化事業を
創設することができない
か検討されたい。
・また、右記提案主体の
意見につき回答された
い。

貴省回答は、現行制度の説明をして
頂いているのみであり、C回答の理由
にはなっていない。今回、501～503
が全国展開することにより505も適用
されなくなるが、これによりこれま
で推進してきた外国人研究者の受入
れ事業が実施しにくくなるために、
提案を行ったものである。なお、｢関
連事業｣という範疇に｢自治体の認め
る事項｣としての｢外国人研究者受け
入れ促進｣を含め、それによって主た
る事業と同等の事業とし、主と従の
関係を残しつつ事業を実施してい
く、というのが提案の内容であり、
これが可能かどうか回答されたい。
又、「自治体の認める事項」も当然
に特区目標達成に必要であり、「関
連事業」と同等と考えるがどうか。

Ｃ Ⅳ

・特定事業５０５については、そ
もそも主となる特定事業の効果が
有効に発揮されるよう、従属的事
業として位置づけられたものであ
り、特区制度上、特定事業が全国
展開されれば、５０５を適用する
ことはできない。
ただし、主となる特定事業につい
ては、基本方針別表１で定められ
るものであり、かつ、５０４及び
５０５のような付随的特定事業以
外で、５０５の基本方針別表に掲
げる他の要件を満たすものであれ
ばよい。
・なお、我が国への貢献が認めら
れる者に対する永住許可要件のう
ち在留実績５年については、「日
本国の利益に合する」か否かを判
断する際のガイドラインであり、
在留実績が５年に満たない場合で
あっても許可することはあり得
る。つまり、全国展開後の特定研
究活動等に従事する外国人の貢献
を個別に判断した上で、在留実績
３年で永住許可することもあり得
るものである。
しかし、特定研究活動等に係る外
国人の永住許可要件を一律に３年
とすることは、他の貢献５年の対
象者とのバランスを失することと
なり、また、全体として在留実績
を３年とすることは、我が国の外
国人受入れ政策全体に影響を及ぼ
す問題であるため困難である。

・現行の特定事業５０５を存
続した上で、対日投資促進
や質の高い研究機関の推
進、情報処理産業を通じた
新事業の創出等に取り組
む地域として地域再生計画
を申請し、内閣総理大臣の
認定を受けた地域におい
て、外国人研究者、情報処
理技術者であって、我が国
の貢献が認められる者を
対象とする「永住許可要件
の緩和」を地域再生の支援
措置として創設することが
できないか検討されたい。

一律3年以上とすることは困難だが、個
別に判断すれば3年もあり得るとのご回
答をいただいたが、これまで、特区という
限定された地域であれば、一律に3年以
上であったものであり、本県提案で述べ
たように特区で位置付けることを行え
ば、引き続き3年以上であっても、バラン
スを失することはないと考える。本県提
案、意見及び特区室再検討要請文の
「高度人材」等といった一定の条件を課
した上で、特例を認めることについての
ご見解をお聞かせ願いたい。

Ｂ－地 Ⅳ

質の高い研究開発の推進や当該研究開発の成果を実用化した
新規事業の創出等に取り組む地域における、特定の研究機関
等で研究等を行う全国展開後の外国人研究者、情報処理技術
者であって、我が国の貢献が認められる者については、「永住
許可要件の緩和」を行うこととする地域再生の支援措置の創設
を検討することとしたい。

1
1
3
3
0
3
0

特定事業等に係る外国人の永
住許可弾力化事業は、他の特
定事業とあわせて実施される
ものであり、他の特定事業が
全国展開され消滅した場合に
は、その措置が実施された日
をもって、本事業は適用されな
くなる。この規定を改正し、全
国展開した事業（元特定事業）
を特区計画に位置づけ、この
事業を主たる事業として、引き
続き従たる特定事業が適用さ
れることとする。

現在、本県は「あいち・なごやモノづくり研究
開発特区」を実施しており、特例措置501～
503及び505を適用している。事業の実施主
体においても、外国人研究者受入れ促進事
業に伴って505を実施している。
このため、外国人の永住許可弾力化事業に
おける主たる事業として、従来特定事業で
あった事業（例えば、外国人研究者導入促
進事業）を特区計画の地方公共団体が特に
必要と認める事項に位置づけた場合に限り、
対象とする。

愛知県 法務省

特定事業等に係る外
国人の入国申請優先
処理事業

―

特区内におい
て、特定事業５
０４の要件を満
たし、その適用
を受けて入国・
在留諸申請が行
われた場合は、
優先処理を行う
特例措置をとっ
ている。

Ｃ Ⅳ

・特定事業５０４は、特定事業が、評価委員会での評
価において、弊害がなければ全国展開することを想定
されていることから、主となる特定事業の効果をいち
早く発揮させるため、他の特定事業を促進する従属的
事業として実施しているものである。したがって、主
となる特定事業が全国展開等により特定事業でなく
なった場合は、５０４を適用することはできない。
・主となる特定事業については、特区基本方針別表１
で定められる特定事業のうち、５０４や５０５のよう
な他の特定事業を促進する付随的特定事業以外の事業
であって、かつ、５０４の特区別表に掲げる他の要件
を満たすものであればよい。

・高度人材の確保、対日
投資の促進等の観点か
ら、外国人研究者や外国
人情報処理技術者に対す
る入国・在留諸申請優先
処理事業を創設すること
ができないか検討された
い。

　国は本来であれば、特定事業の全国展開
に伴い、特区が取り消される場合、当該特
定事業に係る付属的事業の継続を制度化
すべきであり、そのような対応が国におい
て図られていないことは、不合理である。ま
た、当該付属的事業には実績もあり、特定
事業が全国展開された場合でも、学研等区
域内においては、付属的事業の継続は必
要不可欠であり、これまで周知を行ってきた
外国人研究者に対して、合理的な説明がで
きない。法務省は改めて提案内容を検討し
ていただきたい。

Ｃ Ⅳ

・特定事業５０４につい
ては、そもそも主となる
特定事業の効果が有効に
発揮されるよう、従属的
事業として位置づけられ
たものであり、特区制度
上、特定事業が全国展開
されれば、５０４を適用
することはできない。
ただし、主となる特定事
業については、基本方針
別表１で定められるもの
であり、かつ、５０４及
び５０５のような付随的
特定事業以外で、５０４
の基本方針別表に掲げる
他の要件を満たすもので
あればよい。

・現行の特定事業５０４を存
続した上で、対日投資促進
や質の高い研究機関の推
進、情報処理産業を通じた
新事業の創出等に取り組
む地域として地域再生計画
を申請し、内閣総理大臣の
認定を受けた地域において
外国人研究者、情報処理
技術者を受け入れ当該地
域の活性化を図る場合、当
該外国人研究者、情報処
理技術者に係る「入国・在
留諸申請優先処理」を行う
こととする地域再生の支援
措置を創設することを検討
されたい。

Ｂ－地 Ⅳ

質の高い研究開発の推進や当該研究開発の成果を実用化した
新規事業の創出等に取り組む地域における、特定の研究機関
等で研究等を行う全国展開後の外国人研究者、情報処理技術
者については、「入国・在留諸申請の優先処理」を行うこととする
地域再生の支援措置の創設を検討することとしたい。

1
1
0
8
0
2
0

外国人研究者又は当該外国人
の家族が入国・在留する場合、審
査を担当する入国管理局が他の
案件と区別して優先的、迅速に処
理する措置

上記事業の実施と併わせ、当該学術研究拠
点等で研究・経営活動を行う外国人研究者
等の入国・在留諸申請を優先的に処理する
ことにより、関西学術研究都市をはじめとす
る現在特区認定がされている学術研究拠点
等において、それぞれの研究分野における
優れた外国人研究者の集積を図り、国際的
知的求心力のある「国際研究開発拠点」を形
成し、国際的な競争力のある技術革新のた
めの「地の集積」と「知の活用」のスピード
アップ等を図る。

京都
府、大
阪府、
奈良県

法務省

特定事業等に係る外
国人の入国・在留諸
申請優先処理事業の
適用拡大

―

特区内におい
て、特定事業５
０４の要件を満
たし、その適用
を受けて入国・
在留諸申請が行
われた場合は、
優先処理を行う
特例措置をとっ
ている。

Ｃ Ⅳ

・特定事業５０４は、特定事業が、評価委員会での評
価において、弊害がなければ全国展開することを想定
されていることから、主となる特定事業の効果をいち
早く発揮させるため、他の特定事業を促進する従属的
事業として実施しているものである。したがって、主
となる特定事業が全国展開等により特定事業でなく
なった場合は、５０４を適用することはできない。
・主となる特定事業については、特区基本方針別表１
で定められる特定事業のうち、５０４や５０５のよう
な他の特定事業を促進する付随的特定事業以外の事業
であって、かつ、５０４の特区別表に掲げる他の要件
を満たすものであればよい。

・高度人材の確保、対日
投資の促進等の観点か
ら、外国人研究者や外国
人情報処理技術者に対す
る入国・在留諸申請優先
処理事業を創設すること
ができないか検討された
い。
・また、右記提案主体の
意見につき回答された
い。

貴省回答は、現行制度の説明をして頂いて
いるのみであり、C回答の理由にはなって
いない。今回、501～503が全国展開するこ
とにより、本県特区計画において504が適
用されなくなるが、これによりこれまで推進
してきた外国人研究者の受入れ促進が実
施しにくくなるために、提案を行ったもので
ある。又、貴回答の｢主となる･･･ばよい。｣
部分によると、他の特定事業を用いれば、
全国展開後の｢外国人研究者受入れ促進
事業｣に対しても、504の事業の対象になる
のか。なお、代替措置に記載した通り｢関連
事業｣の範疇に、｢自治体の認める事項｣と
しての｢外国人研究者受け入れ促進｣を含
めて欲しいという点にも、ご回答頂きたい。

Ｃ Ⅳ

・特定事業５０４につい
ては、そもそも主となる
特定事業の効果が有効に
発揮されるよう、従属的
事業として位置づけられ
たものであり、特区制度
上、特定事業が全国展開
されれば、５０４を適用
することはできない。
ただし、主となる特定事
業については、基本方針
別表１で定められるもの
であり、かつ、５０４及
び５０５のような付随的
特定事業以外で、５０４
の基本方針別表に掲げる
他の要件を満たすもので
あればよい。

・現行の特定事業５０４を存
続した上で、対日投資促進
や質の高い研究機関の推
進、情報処理産業を通じた
新事業の創出等に取り組
む地域として地域再生計画
を申請し、内閣総理大臣の
認定を受けた地域において
外国人研究者、情報処理
技術者を受け入れ当該地
域の活性化を図る場合、当
該外国人研究者、情報処
理技術者に係る「入国・在
留諸申請優先処理」を行う
こととする地域再生の支援
措置を創設することを検討
されたい。

貴省回答は、現行制度を説明していた
だいているものであり、現行制度につい
ては承知している。貴省回答は依然とし
て、本県意見及び特区室の再検討要請
文に対しての回答となっていないと考え
る。今回の提案は、501～503等の全国
展開によって特区が取消しされ、504の
適用が受けられなくなることにより、これ
まで特区計画の推進を担っていた研究
機関等が、外国人研究者等の受入れを
行う際、優先処理を受けられなくなること
により、研究の早期着手に支障が生じる
ことがないようにするため提案している
ものであるので、本県提案、意見及び特
区室の再検討要請文に対しての見解を
お聞かせ願いたい。

Ｂ－地 Ⅳ

質の高い研究開発の推進や当該研究開発の成果を実用化した
新規事業の創出等に取り組む地域における、特定の研究機関
等で研究等を行う全国展開後の外国人研究者、情報処理技術
者については、「入国・在留諸申請の優先処理」を行うこととする
地域再生の支援措置の創設を検討することとしたい。

1
1
3
3
0
2
0

特定事業等に係る外国人の入
国・在留諸申請優先処理事業
は、他の特定事業とあわせて
実施されるものであり、他の特
定事業が全国展開され消滅し
た場合には、その措置が実施
された日をもって、本事業は適
用されなくなる。この規定を改
正し、全国展開した事業（元特
定事業）を特区計画に位置づ
け、この事業を主たる事業とし
て、引き続き従たる特定事業
が適用されることとする。

現在、本県は「あいち・なごやモノづくり研究
開発特区」及び「国際自動車特区」を実施し
ており、特例措置501～503及び504を適用し
ている。事業の実施主体においても、外国人
研究者受入れ促進事業に伴って実施してい
る504は好評であり、ニーズが高い。
このため、外国人の入国・在留諸申請優先
処理事業における主たる事業として、従来特
定事業であった事業（例えば、外国人研究者
導入促進事業）を特区計画の地方公共団体
が特に必要と認める事項に位置づけた場合
に限り、対象とする。

愛知県 法務省

播州織産地における
外国人研修・技能実
習（職種：織布運転）
の滞在期間の延長

出入国管理
及び難民認
定法第２条
の２第３項
出入国管理
及び難民認
定法施行規
則第３条、
別表第２

研修、実習を合
わせ、滞在期間
は３年以内とさ
れている。

Ｃ Ⅲ

・研修と技能実習を合わせて最長３年間の滞在が認め
られるが、これは平成９年に各方面等からの要望に
よって、最長２年間であったものを最長３年間に延長
した経緯がある。
一方、低賃金労働力としての研修制度の悪用事案など
問題が払拭されない現状が依然としてあり、現行以上
に滞在期間の延長を認めることは適当でない。

右記提案主体の意見を踏
まえ、研修、技能実習の
うち研修、実習内容に鑑
み、技術の習得に係る期
間が長期化するもの等に
限り、延長を認めること
ができないか検討された
い。

技能実習生の給与水準は高いとはいえな
いが、業界関係者は、研修の効果が最大
限に発揮できる受入体制の整備に努め、
又、日常生活において親身になった世話
を行っており、実習生の満足度は高い。
なお派遣元企業は、技能実習生が地元中
国企業の織物工程の責任者となることを
期待しているが、現行の製織準備工程を
習得しただけでは、中国でその成果を効
果的に活かせることは難しい。やはり、
織物製造のメインは製織であり、その技
能の習得があって初めて同工程の研修成
果が活かされる。両工程を習得した実習
生は、地元中国企業の織物部門の責任者
として期待される人材となる。真に期待
される技能実習こそが、日中両国の親善
の橋渡しになると考える。

Ｃ Ⅲ

・すでに回答しているよ
うに研修・技能実習制度
については、関係省庁と
も連携して制度の見直し
を行っていくこととして
いるが、研修生・技能実
習生の受入れを巡る問題
が多発していることか
ら、まずは現行制度の適
正化を図ることが必要で
あり、現時点において、
滞在期間の延長を検討す
ることは困難である。

右記提案主体の意見を踏
まえ検討し、回答された
い。

○研修生は、３年間の滞在期間では播
州織りの製織準備工程を習得することし
かできず、派遣元企業から要望されてい
る織物製造工程を管理することはできな
い。織物製造のメインである製織技術の
習得があって初めて派遣元企業が期待
する人材の育成に繋がることとなる。そ
のためには、研修期間も含め少なくとも
５年間の期間が必要である。
○研修生の不法就労等を巡る問題につ
いては、適正に受入れを行い、事後の
管理体制を確立し、問題が発生していな
いところについて、地域を限定して５年
間の受け入れを行うことを認めていただ
きたい。

Ｃ Ⅲ

・すでに回答しているように、研修・技能実習制度については、
制度全体の見直しを行っていくこととしており、研修生・技能実習
生の受入れを巡る問題が多発している現状において、滞在期間
の延長を検討することはできない。

1
1
2
2
1
7
0

諸外国の青年労働者等を一定
期間、日本の産業界に受け入
れて、産業上の技術、技能、知
識等を修得してもらう仕組みと
して、「外国人研修・技能実習
制度」がある。
播州織業界では産地組合が織
布運転の職種の研修生を受け
入れているが、その期間を３年
間から５年間に延長する。
※在留資格「研修」（１年）＋在
留資格「特定活動（技能実
習）」（最長２年）
→在留資格「研修」（１年）＋在
留資格「特定活動（技能実
習）」（最長４年）

播州織産地はわが国最大の先染め織物産
地であるが、従業者の高齢化や後継者不足
等から経営者は将来に希望が得られず、経
営意欲を失い廃業する企業が後を絶たず、
産地活力の低下が著しい。業界では新商品
の開発や展示商談会を開催する等各種の対
策を講じているが、若く意欲的な外国人研修
生の産地企業への積極的な受け入れを促進
し、企業の活性化、ひいては産地の活性化
を図る。
（現在、協同組合播州織総合準備センターが
受入機関となって、平成16年度から毎年度３
名の中国人研修生を受け入れ、同センター
が研修・実習を行っている。）

兵庫県
法務省

厚生労働省

0520160

0520170
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05 法務省 非予算（特区・地域再生　再々検討要請回答）

管理コード
具体的事業を実現す
るために必要な措置

(事項名)
該当法令等 制度の現状

措置
の分
類

措置
の内
容

措置の概要(対応策) 再検討要請 提案主体からの意見

「措置
の分
類」の
見直し

「措置
の内
容」の
見直
し

各府省庁からの再検討要
請に対する回答

再々検討要請 提案主体からの再意見

「措置
の分
類」の
再見
直し

「措置
の内
容」の
再見
直し

各府省庁からの再々検討要請に対する回答

提案
事項
管理
番号

措置の具体的内容 具体的事業の実施内容
提案主
体名

制度の所
管・関係官
庁

外国人研修生(技能実
習生）の在留期間の
延長

出入国管理
及び難民認
定法第２条
の２第３項
出入国管理
及び難民認
定法施行規
則第３条、
別表第２

研修、実習を合
わせ、滞在期間
は３年以内とさ
れている。

Ｃ Ⅲ

・研修と技能実習を合わせて最長３年間の滞在が認め
られるが、これは平成９年に各方面等からの要望に
よって、最長２年間であったものを最長３年間に延長
した経緯がある。
一方、低賃金労働力としての研修制度の悪用事案など
問題が払拭されない現状が依然としてあり、現行以上
に滞在期間の延長を認めることは適当でない。

右記提案主体の意見を踏
まえ、研修、技能実習の
うち研修、実習内容に鑑
み、技術の習得に係る期
間が長期化するもの等に
限り、延長を認めること
ができないか検討された
い。

　平成９年の技能実習期間の延長では技
能習得に不十分な分野があると判断して提
案をした。また、全業種について、技能検定
３級の受検のインセンティブを高め、技能習
得を促進することを目指しており、本来の母
国での技能移転に寄与するものと考える。
　また、今回の特区の特例が認められる
と、県としても本制度の適正利用について
指導を実施することが可能になり、問題事
例を減少させることができる。

Ｃ Ⅲ

・すでに回答しているよ
うに研修・技能実習制度
については、関係省庁と
も連携して制度の見直し
を行っていくこととして
いるが、研修生・技能実
習生の受入れを巡る問題
が多発していることか
ら、まずは現行制度の適
正化を図ることが必要で
あり、現時点において、
滞在期間の延長を検討す
ることは困難である。

右記提案主体の意見につ
き検討し、回答されたい。

　過去の同様の特区提案に対しても、
「制度の悪用の問題があり…制度の見
直しについて検討する」と回答されてい
るが、これまでどのような対応をされて
こられたのか。　また、制度利用の現状
や帰国後の就業状況等についての実態
調査等を行っているのか。その状況につ
いてご教示いただきたい。
　制度の趣旨とは別の思惑で利用が進
んでいるのだとすれば、その実態に則し
た制度の抜本的見直しを行うべきでは
ないか。本県の提案は、在留期間延長
の前提として技能検定３級合格を求めて
おり、現行制度の中で本来の制度の趣
旨に沿った技能の習得を促進するもの
である。

Ｃ Ⅲ

・研修・技能実習制度については、関係省庁とも連携して、実態
調査等で明らかとなった、低賃金労働力としての研修制度の悪
用事案などの問題を解決すべく制度全体の見直しを行っている
ところである。

1
1
3
3
0
1
0

途上国の労働者の技術･技能
習得を支援する仕組みである｢
外国人研修･技能実習制度」
は、在留期間が最大３年間(研
修１年、技能実習２年）までと
決められている。この在留期
間を、技能検定3級取得を前提
として、高度技能を習得するこ
とを目的にさらに２年延長し、
計５年の滞在を可能にする。

「高度技能修得支援特区」
現在、外国人研修･技能実習制度で計３年の
在留が認められているが、これを、技能検定
３級取得者を対象に２年延長して最高５年ま
での滞在を可能にする。
日本一を誇る本県のモノづくり産業の人的･
物的資源を活かし、外国人技能実習生の高
度技能習得を図るとともに、本県とアジア諸
地域との経済パートナーシップ構築のインセ
ンティブの一つとして活用する。

愛知県
法務省
厚生労働省

0520180

在留資格「特定活動」
として許容される活動
を拡充し、外国人の扶
養を受け同居するも
のであって、自己の収
入を得て生活すること
ができない親及び外
国人の扶養を受ける
配偶者の親（以下「親
等」という）が行う日常
的な活動を「特定活
動」に追加

出入国管理
及び難民認
定法第２条
の２、別表
第二

特定研究活動等
の対象となる外
国人研究者等の
親に関する在留
資格に係る特例
措置を平成１８
年度中に措置す
ることとなって
いる。

Ｃ
Ⅰ，
Ⅲ

・特定研究活動等については、特に高度な専門性
を有する人材として、これらのものの入国を促進
するため、その親の入国を認めるための特例措置
をとるものであるところ、その目的に鑑み、この
措置を一般化するのは適当ではない。なお、人道
上の事情が認められる者については、その入国を
特別に認める措置をとることが可能である。

右記提案主体の意見を踏
まえ、高度人材の確保、
対日投資の促進等の観点
から、高度人材等の扶養
を受ける親に限り認める
ことができないか検討さ
れたい。

提案は、高度な専門性を有する人材
の入国促進と同様、政府が推進する
対日投資の拡大（今後5年間で対GDP
比倍増）という国策方針を踏まえ、
対日投資にあたり入国を要する人材
（「投資・経営」等）の入国促進を
目的としたものである。特に、わが
国と同様に子が親を扶養する例が多
い東アジア諸国をはじめ、諸外国か
ら対日投資を行おうとする外国人の
円滑な入国を促進するためには、
「投資・経営」等の在留資格をもっ
て入国する者の「扶養を受け同居す
るものであって、自己の収入を得て
生活することが出来ない親、及び外
国人の扶養を受ける配偶者の親」の
入国を特例措置として告示で認める
よう提案したものであり、一般化を
求めたものではない。

Ｃ
Ⅰ，
Ⅲ

・入国を認める外国人の
家族について、その扶養
する親に範囲を広げた場
合、定住化が進み、当該
外国人に係る社会的なコ
スト負担等の問題も生ず
ることとなる。よって、
こうした問題が解決され
ない限り、範囲の拡大を
認めることはできない。

高度人材の確保、対日投
資の促進等の観点から、
高度人材等の扶養を受け
る親に限り認めることがで
きないか、８次提案におけ
る「特定研究活動等の対象
となる外国人研究者等の
親に関する在留資格に係
る特例措置」についてのＢ
回答、「高度人材に係る在
留期間の伸長」についての
Ｆ回答及び右記提案主体
の意見等を踏まえ検討され
たい。

今次提案は、政府が推進する対日投資
の拡大（今後5年間で対GDP比倍増）と
いう国策方針を踏まえ、対日投資にあた
り入国を要する人材の入国促進を目的
としたものである。特にその目的を明確
にするため提案の在留資格を「投資・経
営」に限定した上で認めて頂きたい。「投
資・経営」の在留資格で入国するには相
当な対内投資額が必要であり、当該外
国人が入国することによる地域経済活
性化の効果を含めた国益増のメリット
は、社会的コスト増に比べ、より大きいも
のと思われる。

Ｃ Ⅰ，Ⅲ

・すでに回答しているように、特定研究活動等については、特に
高度な専門性を有する人材として、入国を促進するため、その
親の入国を認めるための特例措置をとることとしているが、この
措置を拡大することは、定住化や社会的コスト負担等の問題も
生ずることとなり、困難である。
・なお、人道上の事情が認められる者については、その入国を
特別に認める措置をとっており、個別の事案については、各地
方入管局に相談されたい。

1
1
2
5
0
1
0

外国・外資系企業の経営者や
従業員が親等を扶養し同居が
必要な場合に、親等が在留資
格「特定活動」で入国できるよ
うにする。
具体的には、外国人（「投資・
経営」、「研究」、「技術」、「人
文知識・国際業務」の在留資
格を有する者に限る）の扶養を
受け同居するものであって、自
己の収入を得て生活すること
ができない親等が行う日常的
な活動を「特定活動」として許
容される活動に加える。

外国・外資系企業が日本に立地及び定着を
目指す場合、外国人経営者または従業員の
安定的・継続的な生活環境の確保が重要な
ポイントの一つである。
そこで、自己で収入を得て生活することがで
きない親等を、外国人の在留資格に応じた
期間安心して扶養し一緒に暮らせるように措
置するため、一定の条件の下、親等の活動
を在留資格「特定活動」として許容される活
動に指定することにより、対内投資の促進及
び外国・外資系企業の立地促進を図り、国内
既存産業の活性化・高度化、新産業の創
出、雇用の確保の推進を図る。

兵庫
県、神
戸市

法務省

0520190

外国人研究者の配偶
者に対する就労制限
（週28時間以内）の緩
和

出入国管理
及び難民認
定法第１９
条第２項

資格外活動は、
各在留資格に定
める本来の活動
を阻害しない範
囲内で、相当と
認められる場合
に許可される。

Ｃ Ⅳ

・「家族滞在」の在留資格については、一定の在
留資格をもって本邦に在留する外国人の扶養を受
ける配偶者及び子として行う、日常的な活動が認
められているのみであり、報酬を受ける活動を行
うことは認められておらず、資格外活動の許可
は、本来の活動の遂行を阻害しない範囲において
認めているに過ぎない。
週４０時間の就労であれば、通常の労働者の勤務
時間と変わらず、就労がその活動内容ということ
ができる。従って、就労することを主たる目的と
して活動するのであれば、「家族滞在」の在留資
格には該当せず、当該活動に該当する在留資格へ
の変更が必要である。

右記提案主体の意見につ
き検討し、回答された
い。

○本提案は、外国人研究者の在留期
間が延長されたことから、長期に滞
在する配偶者についても積極的な社
会参加が図れるようにするため、事
業主体より規定の就労時間（週28時
間）の延長について、その必要性に
関する資料を提出することで、特例
として就労時間の延長を認めていた
だきたいというのが趣旨である。
○国の科学技術基本計画(H18.3.28閣
議決定)にもあるように、世界の優秀
な人材が活躍できるようにするに
は、研究環境のみならず生活環境面
についての支援も重要である。この
ため、外国人研究者の配偶者の生活
環境面に関する改善策として検討を
お願いしたい。
○前回は対象者を限定しない一律の
就労時間の緩和を求めていたが、今
回事業主体よりその必要性に関する
資料を提出することで、実際に緩和
を必要とする外国人研究者の配偶者
のみを特定した提案であり、再度検
討をお願いしたい。

Ｃ Ⅳ

・すでに回答しているよ
うに、そもそも就労活動
を行うのであれば、「家
族滞在」の在留資格では
なく、当該活動内容に係
る在留資格をもって在留
すべきである。

右記提案主体の意見につ
き検討し、回答されたい。

○当規制緩和項目については、実際に
在留している外国人研究者より緩和を
要望されている項目である。先の意見で
も述べたように、高度な技術・知識を有
する外国人研究者等の人材を獲得する
ためには、生活環境面での支援も重要
であるため、再度検討をお願いしたい。
○特区制度は、地域の特性に応じた規
制の特例を特定の区域に導入すること
を目的とされている。この制度の趣旨を
踏まえ、地域限定で認めてほしい。ま
た、地域限定でも緩和の導入が難しい
場合は、その理由を伺いたい。

Ｃ Ⅳ

・すでに回答しているように、「家族滞在」の在留資格について
は、一定の在留資格をもって本邦に在留する外国人の扶養を受
ける配偶者及び子として行う、日常的な活動が認められている
のみであり、報酬を受ける活動を行うことは認められておらず、
就労活動とは明確に区別されるものである。
・従って、週４０時間の就労であれば、通常の労働者の勤務時
間と変わらず、就労がその活動内容ということができる。就労す
ることを主たる目的として活動するのであれば、「家族滞在」の
在留資格には該当せず、当該活動に該当する在留資格への変
更が必要である。
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○「特定家族滞在活動」の在
留資格に該当する外国人研究
者の配偶者は、就労する場
合、資格外活動許可申請を行
えば就労可能であるが、その
就労時間に制限（週28時間以
内）がある。そこで、「特定家族
滞在活動」の在留資格を持つ
配偶者については、就労時間
の制限を週40時間まで（現行：
外国人留学生の長期休暇期
間、インターシップ活動期間
等）に緩和したい。
○なお、就労制限の緩和を行
うにあたっては、申請の際に事
業主体よりその必要性に関する
資料をあわせて提出し、個別に判
断を行うものとする。

○大型放射光施設SPring-8等における外国
人研究者の受入れ促進事業

　世界最大の大型放射光施設SPring-8を擁
し、先端分野に関わる放射光研究が展開さ
れている播磨科学公園都市の特性を活か
し、外国人研究者の受入れ促進を図ってき
た。（特例措置：５０１～５０３、５０４）
　さらに外国人研究者の配偶者の就労制限
を緩和し、社会活動への積極的な参加を可
能とすることで、家族での滞在がしやすくな
り、より魅力的な研究環境の提供が可能とな
る。
　これにより、優秀な人材の集積を図り、研
究開発成果の実用化や新産業創出による地
域全体の経済活性化を目指す。

兵庫
県、た
つの
市、上
郡町、
佐用町

法務省

0520200

環境優先の新生都市
住宅地まちづくりモデ
ル事業
（「ご近所パワー」によ
る政府未使用地利用
開発「ご近所さん事業
構想」）

不動産登記
法第１条及
び第３条

不動産登記制度
は，不動産の表
示及び不動産に
関する権利を公
示し，国民の権
利の保全を図
り，取引の安全
とその円滑化に
資することを目
的としており，登
記することがで
きる権利は，不
動産を目的とす
る所有権，担保
権，地上権等の
権利に限定され
ている。

Ｃ Ⅰ

不動産登記制度は，不動産を目的とする不動産登記
法第３条に規定する権利（所有権，担保権，地上権
等）を公示することを目的とする制度であるところ，建
築基準法に基づく建ぺい率及び容積率は，行政規制
を目的とするものであり，不動産を目的とする権利で
はないことから，不動産登記制度には馴染まない。
実体法上，この建ぺい率及び容積率を自由に譲渡
し，また担保権の目的とすることを可能とした上で，こ
れを公示することについては，当該行政規制の枠組
の中で検討するのが相当と考える。

右記提案主体の意見を踏
まえ、検討し、回答され
たい。

国有地は国民並びに練馬区民の財産であ
る。練馬区内における高価格な地価は、既
に、区民が安心・安全で良好な生活環境確
保を阻害するものとなっている。生活者の
視点にたったまちづくりを行う事は、現行の
不動産登記制度の中ではもはや限界点に
達している。練馬区主導の基「ご近所パ
ワー」を結集したまちづくりを行うためには
現行法の枠組では対応しきれない段階に
ある。現行法上の枠組から脱却することに
より、練馬区民による練馬区民の為のまち
づくりが飛躍的に進むと確信している。

Ｃ Ⅰ

既に回答したとおり，不動産
登記は不動産を目的とする
権利（物権）を公示する制度
であり，建築基準法に定め
る建ぺい率や容積率のよう
な行政規制をその対象とす
るものではない。このような
行政規制を権利の客体と
し，自由な譲渡を認めるか
否かなどについては，当該
行政規制の枠組の中にお
いて検討すべきものであり，
これを公示することについ
ても，その枠組の中におい
て検討するのが相当と考え
る。

右記提案主体の意見、補
足資料を踏まえ、検討
し、回答されたい。

2007年8月1日練馬区政60周年の節目を
迎え、住民参加による「まちづくり条例」
が2006年4月1日より施行されています。
今必要なのは行動指針の策定と行動計
画の設定です。安心・安全なまちづくりを
するためには、建ペイ率や容積率のよう
な行政規制に属するものが、自由な譲
渡が認められ、権利関係を公示できるこ
とが必要条件であり、特区制度を利用し
つつ、住民の持つ財産権を確保した良
好なまちづくりを区民の「ご近所パワー」
の結集の基進捗することが十分条件で
あると確信します。

Ｃ Ⅰ

提案主体は,都市計画法及び建築基準法に定める建ぺい率や
容積率のような行政規制を権利の客体として自由な譲渡を認め,
これを公示できるよう要望するものであるが,当該要望は都市計
画法及び建築基準法に係るものであり,当省はこれらの法律を
所管していないため回答することはできない。
　なお,既に回答したとおり,不動産登記は不動産を目的とする権
利（物権）を公示する制度であり,建ぺい率や容積率のような行
政規制をその対象とするものではない。
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練馬区では政府未使用地等未
利用地が虫食い状態となって
いるが、地価が高価格である
為、区民個人の購買意欲は減
退しており、まちづくり・防災対
策への足枷となっている。措置
として①土地の権利を建ぺい
率・容積率に分離。その分離し
た権利を明らかにするための
登記制度の活用。②土地：区
民にＰＡや緑地専用用地として
売却③平面利用している土地
の容積率を空中権としてマン
ション等立替需要者に売却④
土地（政府未使用地等）は入
札を通じて優先順位を付け売
却（近隣住民・周辺住民・区
民・区・一般）できるようにす
る。

練馬区は、「環境まちづくり事業本部の使命
と取り組み」や「経営方針」に基づき、環境へ
の配慮を基点にしたまちづくりを組織的に推
進するため「環境まちづくり事業本部」を平成
17年4月に立ち上げた。「環境清掃部」「都市
整備部」「土木部」の３部、平成18年度からは
「まちづくり調整担当部」が加わっている。当
事業においては、都市部における狭小の虫
食いの代物弁済の土地、点在する物納物件
を、ＰＡや緑地等に利用し、まちづくり、まち
の景観づくりの拠点に、又、まちかどの防災
の拠点等への利用を図り、これらを有効に利
用することを目的とする。練馬区と供に、環
境優先の新生都市住宅地まちづくりモデル
事業提案を行う。（別様参照）

すずし
ろ事業
協同組
合

法務省
財務省

国土交通省
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05 法務省 非予算（特区・地域再生　再々検討要請回答）

管理コード
具体的事業を実現す
るために必要な措置

(事項名)
該当法令等 制度の現状

措置
の分
類

措置
の内
容

措置の概要(対応策) 再検討要請 提案主体からの意見

「措置
の分
類」の
見直し

「措置
の内
容」の
見直
し

各府省庁からの再検討要
請に対する回答

再々検討要請 提案主体からの再意見

「措置
の分
類」の
再見
直し

「措置
の内
容」の
再見
直し

各府省庁からの再々検討要請に対する回答

提案
事項
管理
番号

措置の具体的内容 具体的事業の実施内容
提案主
体名

制度の所
管・関係官
庁

0520210 外国人起業家特区

出入国管理
及び難民認
定法第２条
の２第３項
出入国管理
及び難民認
定法施行規
則第３条、
別表第２

外国人の適正な
在留管理を図る
ことを目的とし
て、最長３年の
一定期間ごとに
外国人の在留中
の活動状況等を
確認し、引き続
き在留を認める
ことの可否を決
定する仕組みと
なっている。

Ｃ Ⅰ

・外国人起業家のうち、研究者であって、我が国で行
う特定の分野の研究成果を利用して当該分野に該当す
る研究若しくは研究の指導と関連する事業を自ら経営
する活動を行うものについては、すでに特区において
特定事業として在留期間の伸長（５年）措置をとって
おり、当該措置等は平成１７年度中に全国展開措置済
みである。
本年５月２４日に公布された改正入管法のうち、当該
全国展開措置に関する部分については、本年１１月２
４日に施行されることとなっている。なお、上記措置
は、特に高度な専門性を有する人材としてこれらの者
の入国を促進するためのものであるところ、その目的
に鑑み、この措置を一般化するのは適当でない。

在留資格「投資・経営」
の中でも特に多額の投資
を行う者については、投
資額に応じて在留期間の
伸長を認めることができ
ないか。
８次提案でのＦ回答「規
制改革・民間開放推進３
カ年計画に基づき、入国
後にチェックする仕組み
を整備した上で、高度な
技術や知識を有する高度
人材の範囲及び当該高度
人材の在留期間の伸長に
ついて検討し、平成１８
年度中に結論を得る。」
とされていることから、
在留資格「投資・経営」
の中でも特に高度な専門
性を有する人材等につい
ても同様の取り扱いにな
ると理解してよろしい
か。

F Ⅰ

・規制改革・民間開放推
進３カ年計画に基づき、
入国後にチェックする仕
組みを整備した上で、高
度な技術や知識を有する
高度人材の範囲及び当該
高度人材の在留期間の伸
長について検討し、平成
１８年度中に結論を得
る。

F Ⅰ
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本邦において、「出入国管理及
び難民認定法」に既定する「投
資・経営」に従事する、いわゆ
る外国人起業家について、在
留期間3年を5年に延長する。

①当該地域で起業を行なう外国人につい
て、在留期間を3年から5年に延長する。

社団法
人日本
ニュー
ビジネ
ス協議
会連合
会

法務省

0520220
刑務所の給食の民間
委託に伴う受刑者労
働の活用

なし 法規定なし Ｅ ―

　職員食堂の運営において受刑者の労務を提供す
る刑務作業として契約を締結することは可能であ
る。なお，運営に際しては，受刑者の戒護のた
め，国の職員の配置が必要となる。

・提案主体の考える具体
的事業の実施内容が、現
行制度で実現可能と理解
してよいか。
・また、右記提案主体の
意見につき回答された
い。

今回の意見は刑務所の職員食堂の運
営が民間に開放される場合の障害と
なる点についての質問をしたが、給
食業務の民間への委託は実際に主管
省で検討されているのでしょうか？
受刑者労働の活用は現行法で可能と
のご回答であるが、給食業務を民間
委託する計画があっての可能という
意味か？それとも単に法律解釈で可
能とのご判断なのかお聞きしたい。

Ｅ ―

　職員食堂の民間業者への委託
については，既に多くの施設で導
入されているところ，その運営に
受刑者の労働力を提供することに
ついては，先に回答したとおり，法
令上の規制はなく，当該提案を受
けた施設が，その具体的内容及
び職員配置等の諸般の事情を勘
案し，導入可能とすれば，作業契
約を締結することは可能である。
　なお，上記のとおり，提案主体の
考える形態の職員食堂の導入に
ついては，現行法令上可能である
ことから，現在，当省において，当
該導入についての検討等を行っ
ているということはない。

Ｅ ―
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刑務所での給食が民間に委託
されつつある。しかし、従来は
受刑者の教育の一環で受刑者
が調理業務に従事していた
が、民間委託に伴い、看守等
への給食が受刑者労働ではな
く、民間の調理者による提供に
なり、看守の支払う食事代金
が高額化、また、受託側の経
営も圧迫されつつある。受刑者
の調理労働を活用する道を開
いてほしい。

刑務所での給食が民間に委託されつつあ
る。しかし、従来は受刑者の教育の一環で受
刑者が調理業務に従事していたが、民間委
託に伴い、看守等への給食が受刑者労働で
はなく、民間の調理者による提供になり、看
守の支払う食事代金が高額化、また、受託
側の経営も圧迫されつつある。受刑者の調
理労働を活用する道を開いてほしい。

社団法
人日本
ニュー
ビジネ
ス協議
会連合
会

法務省

0520230
成年後見社会福祉協
議会申立特区

民法第７
条，第11条
及び第15条
第1項

法定後見（後
見・保佐・補
助）開始の審判
の申立人を，本
人，配偶者，四
親等内の親族等
と定めるもので
ある。

Ｃ I

措置の具体的内容の前段について
　一般の行政機関に家庭裁判所に対する申立権を付与する規定を民法中
に置くこととすると，私人間の私法的な法律関係に関する私法法規の一
般法である民法が，私人の行為能力の制限に係る行政機関の権限等に関
する公法的な規範を定めることとなって法制的に適当ではないため，平
成11年の成年後見制度の改正の際には，認知症高齢者，知的障害者及び
精神障害者の福祉に関する行政法規としての老人福祉法，知的障害者福
祉法並びに精神保険及び精神障害者福祉に関する法律中に市町村長の申
立権に関する規定が設けられた。社会福祉法人たる社会福祉協議会は，
社会福祉事業を行うことを目的として社会福祉法の定めるところにより
設立された法人で，公共性が極めて高いことからすると，社会福祉協議
会に家庭裁判所に対する申立権を付与する規定を民法中に置くことも，
市町村長の申立権に関する規定の場合と同様に，法制的に困難と考えら
れる。
 なお，平成11年の成年後見制度の法改正を検討した法制審議会におい
て，法定後見開始の申立権を民間の福祉関係施設等にまで広げることに
ついても検討されたが，濫用的な申立権の行使を防止しつつ，適切な申
立権の行使を実効的に確保するという観点から，福祉関係の行政機関た
る市町村長に限定して申立権を付与するのが相当と考えられた経緯があ
る。

措置の具体的内容の後段について
　申立権者たる親族から委任を受けて，社会福祉協議会が代理して後見
開始の審判等の申立てをすることは，弁護士法第72条に抵触しない限
り，現行民法上可能である。

・介護保険制度における地域
の総合的な相談窓口や包括的
なマネジメント機能を有する
地域包括支援センターにおい
ては、約３分の１が行政から
社会福祉協議会等の民間に業
務委託されているところであ
り、社会福祉協議会は地域に
おいて「新たな公」としての
役割を担っている。
そこで、濫用的な申立権の行
使を防止しつつ、適切な申立
権を実効的に確保するという
観点から、市区町村に指定を
受けた社会福祉協議会に限
り、申立権を付与することが
できないか検討されたい。
・社会福祉協議会に申立権を
付与する規定を民法中に置く
ことが困難ということであれ
ば、市町村長の申立権に関す
る規定の場合と同様に個別法
に規定することの如何につい
て貴省の見解を示されたい。
・また、右記提案主体の意見
につき検討し、回答された
い。

措置の具体的内容の前段について
社会福祉協議会について、私法法規の一般法
である民法中に申立権を付与する規定を置くこ
とが法制的に困難であるならば、市町村長と同
様に老人福祉法等の行政法規に置くことは可能
である。また、濫用を防止し適切な申立権の行
使を確保するために、市町村長に限定して申立
権を付与するのであれば、市町村長が濫用する
ことなく適切な社会福祉法人（社会福祉協議会）
に申立権を委任することはなんら問題が生じな
い。さらに、今回の特区の規制緩和・民間開放・
行政の効率化という主旨を鑑みると、市町村長
が限定して社会福祉協議会に申立権を委任で
きるようにすることは望ましいと考える。
措置の具体的内容の後段について
後見審判については、弁護士法第72条による事
件性がないので、代理申立を非弁護士が行って
も同条に抵触しないと考える。しかし、仮に抵触
するのであっても、法律事務の範囲は多種広範
に渡っており、全てを弁護士に専属させることは
困難である。今後増え続ける認知症高齢者等に
対して申立代理の現実的な要請が高まってお
り、費用負担の問題も含め規制緩和が必要であ
る。また、家事審判法・同規則（５条）の規定を踏
まえつつ、後見審判が非訟事件（甲類で紛争性
が希薄）であるため、弁護士法第72条の規制緩
和を求めるものである。

Ｃ I

措置の具体的内容の前段について
   平成11年の成年後見制度の法改正を検討した法
制審議会においては，法定後見開始の申立権を民
間の福祉関係施設等にまで広げることについても
検討がされたが，濫用的な申立権の行使を防止し
つつ，適切な申立権の行使を実効的に確保すると
いう観点から，福祉関係の行政機関たる市町村長
に限定して申立権を付与するのが相当であると考
えられた経緯を鑑みると，市区町村の指定を受け
た社会福祉協議会に限り，申立権を付与すること
は，上記検討結果に反することや，市区町村以外
の団体等による一般私人の行為能力の制限を認め
ることになること等の問題がある。
  したがって，市区町村の指定を受けた社会福祉
協議会の申立権を市町村長に関する規定の場合と
同様に個別法で規定することも，特区の規制緩
和・民間開放・行政の効率化という主旨を考慮し
ても，適当でないと考えられる。

措置の具体的内容の後段について
  法定後見の開始の審判の申立ては，弁護士法第
72条に規定する「非訟事件」に該当するため，そ
の申立てに関する代理業務を，報酬を得る目的
で，業として行う場合には，弁護士法第72条違反
が問題となる。
　弁護士法第72条が非弁護士による法律事務取扱
の禁止を定めているのは，厳格な資格要件が設け
られ，かつ，その職務の誠実適正な遂行のための
必要な規律に服すべきものとされるなど，法律専
門家としての能力的・倫理的担保を図るための諸
般の措置が講じられた弁護士が法律事務を独占す
ることが，国民の法律生活の公正円滑な営みと法
律秩序の維持のために必要とされたからであり，
弁護士以外の者が，非訟事件に関する法律事務を
行うことを認めることは，上記の弁護士法第72条
の趣旨に照らして，相当でない。
　なお，弁護士以外の者であっても，報酬を得る
目的なく無償で，非訟事件に関する代理業務を行
う場合には，弁護士法第72条の規定に違反するこ
とはないものと考えられる。

・市町村長による後見等の
開始の審判請求について、
以下のとおり、市町村長か
ら社会福祉協議会に事務
を行わせることは問題ない
か回答されたい。
①２親等以内の親族の有
無の確認といった戸籍調査
について、市町村が委任を
した社会福祉協議会が実
施すること
②社会福祉協議会が親族
に連絡を行うこと
・また、右記提案主体の意
見につき検討し、回答され
たい。

市町村長のみ申立権を付与するという
立法時の審議や法体系は理解するが、
市町村長申立が進まない現状、今後の
認知症高齢者増等を鑑みると申立権の
拡大を検討する時期と考えている。
無償であれば代理申立は可能であると
の回答にもとづき、無償で代理申立が
可能となる特区を認めていただきたい。
また、申立を行うために戸籍謄本の取
得が必要である。戸籍謄本の交付請求
について法令上は正当な事由が明らか
であれば、何人も請求できるようになっ
ているが、実際には本人以外は戸籍法
施行規則第11条一～四で定めているも
ののみにしかできない。そこで規制を緩
和し戸籍法施行規則別表第１法人の表
に社会福祉協議会を追加していただき
たい。

Ｃ Ⅰ

再々検討要請について
　①について
  法定後見開始の審判等の申立てを行うために，社会福祉協議会が，市町村長から
の戸籍謄本の交付請求手続を委任する旨の委任状を添付の上，戸籍謄本の交付
の代理請求をすることは可能であると考えられる。
　②について
　市町村長が社会福祉協議会に親族との連絡事務を行わせることに問題がないか
については，法務省が判断すべき事項ではないと考える。

提案主体からの再意見について
　①法定後見開始の審判等の申立権者の拡大について
　　平成11年の成年後見制度の法改正を検討した法制審議会において，福祉関係
の行政機関である市町村長に限定して法定後見開始の審判等の申立権を付与する
ことが相当とされた経緯や，市町村長の申立件数が，成年後見制度の施行当時の
平成12年度の申立件数と平成17年度の申立件数を比較すると約29倍に増えてお
り，全申立件数に占める割合についても年々増加していること等を勘案すると，現
在，法定後見開始の審判等の申立権者の拡大を検討すべき時期にあるとは考えて
いない。

　②法定後見開始の審判等の代理申立てが可能となる特区について
    前回の再検討要請に対する回答のとおり，弁護士以外の者であっても，非訟事件
に関する代理業務を，報酬を得る目的なく無償で行う場合には，弁護士法第72条の
規定に違反することはない。したがって，法定後見開始の審判等の申立ての代理業
務を無償で行うことは，現行法においても弁護士法第72条に違反することはなく，こ
れに関する特区を認める必要性はないと考えられる。

　③戸籍法施行規則別表第一に社会福祉協議会を追加することについて
    戸籍法施行規則別表第一に掲げられている法人は，その設立が特別法により根
拠付けられているいわゆる公法人であって，その職務内容から，不当な目的に使用
しないことが明らかと考えられるもののうち，事業目的から戸籍謄本等を必要とする
場合が多くあると考えられるものに限り，国又は地方公共団体に準ずるものとして取
り扱うこととされているところ，社会福祉法人はこのような公法人には該当しないの
で，戸籍法施行規則別表第一に追加することはできないと考える。
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現在、区市町村長に認められ
ている法定後見の審判の申立
権を区市町村の社会福祉協議
会に拡大する。また、本人・配
偶者・四親等内の親族の委任
に基づき社会福祉協議会が親
族等に代わり法定後見の申立
をできるようにする。

　「成年後見代理申立事業」を実施し、品川
区社会福祉協議会が親族等に代わって法定
後見申立の審判請求を家庭裁判所に行う。
　品川区では、平成14年に品川区社会福祉
協議会に「品川成年後見センター」を設置し、
成年後見制度の普及・活用に努めてきてお
り、当該協議会には申立権を拡大するにた
る社会的資源・環境が整っている。
　また、同センターにおいて、年間80～90人
の親族申立に係る支援を行っており実務に
も精通している。
　さらに、法定後見申立権を当該協議会に拡
大することで、行政の申立権のより効率的な
運営が可能となる。

品川
区、社
会福祉
法人品
川区社
会福祉
協議会

法務省
厚生労働省

0520240
行政書士による商業・
法人登記の実証実験

司法書士法
第３条第１
項第１号，
第２号，第５
号，第７３条
第１項，第７
８条第１項

司法書士会に入
会していない司
法書士又は司法
書士法人でない
者は，登記に関
する手続につい
て代理すること
はできない。ま
た，違反者には
刑罰が科され
る。

C Ｉ

利便性の向上など国民にとって有益な制度改革を行
うためには，商業・法人登記業務の実態や国民の
ニーズを把握することが必要であり，関連府省と連携
して，このような実態やニーズについて調査し，制度
見直しについて検討することとしている。

・制度の見直しについて
は、受益者である国民に
対し有益な制度となるこ
とを前提に、前向きに検
討されると理解してよい
か。
・併せて、今後の検討ス
ケジュールについて示さ
れたい。

Ｃ Ｉ

・利便性の向上など国民に
とって有益な制度改革を行
うために，商業・法人登記業
務の実態や国民のニーズを
把握することが必要であり，
関係府省と連携して，この
ような実態やニーズについ
て調査することとしている。

・平成１８年度中に制度見
直しについて検討するとさ
れていることを踏まえ，上記
の調査を適切な時期に実施
する予定である。

平成１８年度中に制度見直
しについて検討するとされ
ているが、行政書士による
商業・法人登記業務が可
能か否かを含め、検討する
こととされたい。

Ｃ Ⅰ

利便性の向上など国民にとって有益な制度改革を行うために，
商業・法人登記業務の実態や国民のニーズを調査することとし
ており，その調査結果に基づいて，商業・法人登記業務を行い
得る者の一部拡大の可否をも含め，制度見直しについて検討す
ることとしている。
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行政書士が受託した許認可に
必要な商業・法人登記（付随業
務）に関し、一定期間行政書士
を代理人として行わせる。

京都地方法務局管内において、京都府行政
書士会が推薦した行政書士が、自ら受託し
た許認可に関し、代理人として商業・法人登
記を行うことを一定期間試験的に実施する。

個人 法務省

0520250
商業・法人登記の業
務を行政書士に開放
を

司法書士法
第３条第１
項第１号，
第２号，第５
号，第７３条
第１項，第７
８条第１項

司法書士会に入
会していない司
法書士又は司法
書士法人でない
者は，登記に関
する手続につい
て代理すること
はできない。ま
た，違反者には
刑罰が科され
る。

C Ｉ

利便性の向上など国民にとって有益な制度改革を行
うためには，商業・法人登記業務の実態や国民の
ニーズを把握することが必要であり，関連府省と連携
して，このような実態やニーズについて調査し，制度
見直しについて検討することとしている。

・制度の見直しについて
は、受益者である国民に
対し有益な制度となるこ
とを前提に、前向きに検
討されると理解してよい
か。
・併せて、今後の検討ス
ケジュールについて示さ
れたい。

Ｃ Ｉ

・利便性の向上など国民に
とって有益な制度改革を行
うために，商業・法人登記業
務の実態や国民のニーズを
把握することが必要であり，
関係府省と連携して，この
ような実態やニーズについ
て調査することとしている。

・平成１８年度中に制度見
直しについて検討するとさ
れていることを踏まえ，上記
の調査を適切な時期に実施
する予定である。

平成１８年度中に制度見直
しについて検討するとされ
ているが、行政書士による
商業・法人登記業務が可
能か否かを含め、検討する
こととされたい。

Ｃ Ⅰ

利便性の向上など国民にとって有益な制度改革を行うために，
商業・法人登記業務の実態や国民のニーズを調査することとし
ており，その調査結果に基づいて，商業・法人登記業務を行い
得る者の一部拡大の可否をも含め，制度見直しについて検討す
ることとしている。
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商業・法人の登記申請は現行
において司法書士に与えられ
た業務であるが、その前提とな
る定款の認証は、公証人の業
務であるが、公証人が席を置く
公証人役場は、司法書士法第
３条第１項第２号に言う法務局
又は地方法務局に該当せず、
行政書士法に言う官公署に属
する。定款が電磁的記録で
あっても其の認証は公証人の
業務であるが、法法務省は告
示をもって電子認証は司法書
士もできるとの見解を示した
が、かように行政書士の業務と
司法書士の業務は定かでなく
なっている

商業・法人登記申請を行う国民の利便性を
考慮すれば、その低廉性から来るワンストッ
プサ－ビスの効率性を充分に考慮する必要
がある。

行政書
士法人
日本行
政手続
連絡協
議会

法務省
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